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は じ め に

子どもの誕生は、親は勿論のこと、社会にとっても大きな喜びであり、その

子の健やかな成長は、全ての人の願いです。しかし、現在全国的に少子化の傾

向は急速に進行しており、家庭や地域を取り巻く環境は大きく変化しています。

このような中、少子・高齢化の流れと人口の減少に歯止めをかけるため、平

成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」が制定され、三沢市においても

総合的な取り組みを推進するため、平成２１年度までの５か年を計画期間とす

る「三沢市次世代育成支援行動計画」を策定いたしました。

本計画は、「子どもや親が本来もっている育つ力・育てる力を支える環境づ

くり」、「子育てを重荷に感じることなく、喜びをもってできる環境づくり」、「将

来に向かって夢や希望がもてる子育ち・子育て環境づくり」をめざすことを基

本理念に掲げており、これまで地域における子育て支援を含めた取り組みを展

開して参りました。

今期計画は、今までの取り組みを踏まえ、次世代育成支援の新たな方向性を

定めるとともに、地域特有の資源をより活用し、明るく豊かなまちづくりの実

現のため、行政はもとより、家庭や地域、企業等がそれぞれの役割を果たしな

がら、社会全体が一体となって取り組んでいくことが不可欠であると考えてお

ります。市民の皆さまの更なるご支援、ご協力をお願い申し上げます。

終わりに、計画策定にあたりご尽力を賜りました皆様に、心からお礼を申し

上げますとともに、「子育てしやすい地域づくり」を通して、三沢市が更に発

展し、社会全体で子育て支援の体制を整えて参りたいと考えております。

平成２２年３月

三沢市長 種市 一正

市長写真
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第 1 章 次世代育成支援行動計画（後期計画）
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第１章 次世代育成支援行動計画（後期計画）

１．計画策定の背景と目的

全国の合計特殊出生率は１９７０年代前半の第二次ベビーブーム以降、年々減少し続け、

平成２０年度における全国の合計特殊出生率は「1.37」、青森県は「1.30」という数値を示

しています。三沢市は「1.68」と、国や青森県と比べ若干高い数値を示していますが、人

口が安定的に維持される水準といわれる「2.08」を大きく下回る状況が依然として続いて

おり、引き続き少子化対策を積極的に推進する必要があります。

この少子化の流れを変えるため、国において平成１５年７月に「次世代育成支援対策推

進法」を制定、三沢市では、この法律に基づき、平成１７年度から平成２１年度までの５

年間を前期計画期間として「三沢市次世代育成支援行動計画」を策定し、次世代の社会を

担う子どもが健やかに生まれ、健やかに育成される社会の形成を目的とし、地域における

子育て支援を計画的に推進してきました。

本計画は、社会情勢や子どもを取り巻く環境の変化、前期計画の実施状況などを踏まえ、

「次世代育成支援行動計画（後期計画）」として策定したものです。

２．計画の位置づけ

本計画は平成１５年７月に制定された「次世代育成支援対策推進法」第８条第 1 項に基

づく市町村行動計画として策定した「三沢市次世代育成支援行動計画」の「後期計画」と

して位置づけられ、保健・医療・福祉・教育・雇用・住環境など各分野における子育て支

援施策が関わる総合的な次世代育成指針を踏まえるとともに、上位計画となる「三沢市総

合振興計画」および個別計画である「健康みさわ２１計画」「みさわハーモニープラン」等

の関連計画との整合性を図りながら、今後三沢市が推進していく次世代育成支援対策の方

向性や目標を総合的に示したものです。

また、平成２０年３月の保育所保育指針改定の告示に伴い、各自治体においても保育所

における質の向上のためのアクションプログラムを策定することが奨励されています。

三沢市では「保育所における質の向上のためのアクションプログラム」を「三沢市次世

代育成支援行動計画（後期計画）」に含め一体的に策定し、保育現場での保育の質の向上の

ための取り組みの充実と強化を図ることとしました。



２

３．計画の期間

本計画は、平成２２年度から平成２６年度までの５年間を計画期間とします。

なお、計画期間中であっても、様々な状況の変化により見直しの必要性が生じた場合は、

適宜、計画の見直しを行っていくこととします。

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

※計画の進捗状況について毎年公表

次世代育成支援対策推進法

前期計画

後期計画見直し
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第第 22 章章 計計画画のの基基本本的的なな考考ええ方方

１．基本的な視点

計画策定にあたっての基本的な視点として、以下の９項目を示し、指針に基づき計画の

推進を図ります。

◆ 子どもの視点

子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるよう配慮することが必

要であり、子育ては男女が協力して行うべきとの視点に立った取り組みを推進する計画と

します。

◆ 次代の親づくりという視点

子どもは次代の親となるものとの認識の下に、豊かな人間性を形成し、自立して家庭を

持つことができるよう、長期的な視野に立った子どもの健全育成のための取り組みを推進

する計画とします。

◆ サービス利用者の視点

核家族化や社会環境の変化、価値観の多様化に伴い、子育て家庭の生活実態や子育て支

援にかかる利用者のニーズ、また個々の業種ごとの家庭の特性を踏まえ、個々のニーズに

柔軟に対応できるように、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取り組みを推進する計

画とします。

◆ 社会全体による支援の視点

保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、国及び地方

自治体はもとより、企業や地域社会を含めた社会全体で協力し、様々な担い手の協働の下

に対策を進める計画とします。

◆ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）実現の視点

働き方の見直しを進め、仕事と生活の調和を実現することは、少子化対策の観点からも

重要であるため、地域においても国及び地方自治体や企業をはじめとする関係者が連携し、

地域の実情に応じた展開を図る計画とします。



4

◆ すべての子どもと家庭への支援の視点

子育てと仕事の両立支援のみならず、子育ての孤立化等の問題を踏まえ、広くすべての

子どもと家庭への支援という観点から、社会的養護体制について質・量ともに整備を進め

る計画とします。

◆ 地域における社会資源の効果的な活用の視点

子育てに関する活動を行う地域活動団体や民間事業者等が、自然環境や地域に受け継が

れる伝統文化等の様々な地域社会資源や各種公共施設の活用を図る計画とします。

◆ サービスの質の視点

利用者が安心してサービスを利用できる環境を整備するため、人材の資質の向上を図る

とともに、情報公開やサービス評価等の取り組みを進める計画とします。

◆ 地域特性の視点

人口構造や産業構造、更に社会資源の状況等地域の特性を踏まえて、利用者のニーズ及

び必要とされる支援策など主体的な取り組みを進める計画とします。
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２．基本理念

本計画の基本理念として、下記の３つの柱を基本に据えながら計画を推進していきます。

◆ 子どもや親が本来もっている育つ力・育てる力を支える環境づくりをめざす

「モノ」や「情報」が豊かになり、生活がどんどん便利になっていく一方で、地域

や隣近所との関係が薄れ、人と人との関わりの中から自立心や社会性を育む育つ力や

育てる力が発揮しにくい時代となっています。

子どもたちが地域の人たちとの交流やさまざまな体験を通して自立した若者に成長

し、親たちもまた、地域社会のなかで子どもとともに生きることで、親として育って

いくことを支える環境づくりをめざします。

◆ 子育てを重荷に感じることなく、喜びをもってできる環境づくりをめざす

共働き家庭の増加や核家族化が進行し、また結婚や仕事に対する考え方等の変化か

ら、子どもを生み、子育てをしていくことに対し、不安や負担感を感じている若者や

子育て家庭が増えてきています。

子育ては家庭がその第一義的責任を有するという基本認識に立ちつつ、男女が協力

しあい、ご近所やお年寄り、専門家、活動団体等すべての地域住民の力を借りながら、

これから親となる若い世代や現在子育てをしているすべての親が、子どもを生み育て

ることを重荷と感じることなく、安心と喜びをもってできるための環境づくりをめざ

します。

◆ 将来に向かって夢や希望がもてる子育ち・子育て環境づくりをめざす

「個」が尊重され、多様な価値観や生活スタイルが認められる一方、子どもを生み、

子育てをしていくことに対し、夢や希望を見出せずにいる若者や子育て家庭が増えて

きています。また、そのことを望んでもさまざまな理由からあきらめてしまう場合が

みられます。

次代を担い、未来に生きる子どもたちが自らの人生に夢や希望をもちながら健やか

に成長し、親もまた、子どもとともに生きることに希望や喜びを感じることのできる

環境づくりをめざします。
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３．計画の施策体系図

本計画は、以下の施策体系に基づき、全庁的な取り組み体制で総合的計画の推進を図り

ます。

基本理念 基本的な視点 基本目標 具 体 的 な 施 策

地域における

子育ての支援

子どもの心身

の健やかな成

長に資する教

育環境の整備

職 業生活と

家庭生活との

両 立の推進

母性と乳幼児

等の健康の

確保及び増進

子育てを支援

する生活環境

の 整 備

子 ど も の

安 全の確保

要保護児童へ

の対応などき

め細かな取り

組 み の 推 進

・多様な需要に応える保育サービスの

促進

・在宅児も含めた子育て支援の充実

・子どもの居場所づくり

・経済的負担の軽減

・生きる力の育成に向けた学校教育

環境の整備

・地域の人々との交流・体験活動等の

機会の充実

・子どもを持つ親に対する家庭教育の充実

・次代の親の育成

・青少年の健全育成

・母子保健医療体制の充実

・子どもと母親の健康の確保

・思春期保健の充実

・「食育」の推進

・仕事と生活の調和の実現

・固定的な性別役割分業の是正

・子どものまちづくりの推進

・子どもの遊び場の整備

・生活環境の整備

・ひとり親家庭の自立支援

・障害児施策の充実

・児童虐待防止対策の充実

・犯罪被害から守るための活動の推進

・交通安全を確保するための活動の

推進

・
子
ど
も
や
親
が
本
来
も
っ
て
い
る
育
つ
力
・
育
て
る
力
を
支
え
る
環
境
づ
く
り
を
め
ざ
す

・
子
育
て
を
重
荷
に
感
じ
る
こ
と
な
く
、
喜
び
を
も
っ
て
で
き
る
環
境
づ
く
り
を
め
ざ
す

・
将
来
に
向
か
っ
て
夢
や
希
望
が
も
て
る
子
育
ち
・
子
育
て
環
境
づ
く
り
を
め
ざ
す

子どもの視

点

次代の親づ

く

りという視

サ ー ビ ス

利用者の視

点

仕事と生活

の

調 和 実 現 の

視 点

すべての子ど

もと家庭へ

の

地域における

社 会 資 源 の

効果的な活用

の 視 点

サ ー ビ ス の

質 の 視 点

地 域 特 性 の

視 点

社会全体に

よる支援の

視点
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第第 33 章章 施施策策のの展展開開

基本目標1．地域における子育ての支援

必要な保育サービスの確保をはじめ、各種相談や情報提供、子どもの居場所づくりなど様々な

子育て支援サービスの充実を図り、すべての子育て家庭が喜びを感じながら子育てができるよう、

市民・団体・関係機関・行政がそれぞれの役割の中で力を発揮しながら、きめ細かな子育てサポ

ートを地域全体ですすめる環境づくりを推進します。

（１）多様な需要に応える保育サービスの促進

①低年齢児の受入れの拡大

②特別保育事業の推進

③保育施設の整備

④保育内容の充実

（２）在宅児も含めた子育て支援の充実

①地域子育て支援センターの整備

②一時的な保育サービスの推進

③ファミリー・サポート・センターの充実

④子育てネットワークづくりの推進

⑤情報提供・相談体制の充実

（３）子どもの居場所づくり

①児童館・児童センターの整備

②放課後児童クラブの充実

（４）経済的負担の軽減

①出産・育児にかかる経済的支援

②各種制度の周知
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（１）多様な需要に応える保育サービスの促進

現状と課題

三沢市は、少子化により年少人口が減少し続けていますが、核家族化の急激な進展や就労形

態の多様化などを背景に、多様な保育ニーズへの対応が必要となっています。

現在、三沢市では通常保育のほかに、開設時間を超えての延長保育を実施している保育所は

ありますが、一時預かり保育を実施する保育所は公立保育所のみで、休日保育や病児・病後児

保育等を実施する保育所がない状況です。今後、多様化する就労形態にあわせたサービスの提

供を推進していくため、利用者のニーズを把握し、各保育所と検討していく必要があります。

三沢市の取り組み

核家族化の急速な進展や就労形態の多様化に対応するため、多様な保育事業の実施を促進し、

住民が利用しやすいサービスの提供を図ります。また、「保育所における質の向上のためのアク

ションプログラム」を踏まえ、保育内容の質を高める取り組みの充実・強化を図りながら、安

心して預けることのできる保育所運営を推進します。

①低年齢児の受入れの拡大

保育士の確保や環境整備など保育所における乳児の受入れ体制を強化し、低年齢児からの保

育サービスの充実を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.乳児保育の促進

保育に欠ける0-2歳児を施設・職員配置等の適

切な保育所に入所させ保育を行います。

家庭福祉課 実施 9か所 継続実施

2.産休・育休明け入所予約

産後休暇や育児休暇明け等の乳児の保育所入

所予約を実施し、事前に乳児の入所枠を確保し

ます。

家庭福祉課 全施設実施 継続実施

②特別保育事業の推進

多様な保育ニーズに対応するため、通常保育以外の特別保育サービスの実施を推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.延長保育促進事業

保護者の就労形態や残業等の事情により早朝

や夕刻の保育が必要な児童に対し、通常保育の

時間を超えて保育を実施します。

家庭福祉課 実施 10か所 施設 12か所

2.休日・夜間保育事業

日曜・祝日等の保護者の就労等により、児童が

保育に欠ける場合の需要に対応するため、休日

及び夜間に児童の保育を行います。

家庭福祉課 未実施
状況に応じて

検討
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3.病児・病後児保育事業

保育所に通所中の児童が病気または、回復期に

自宅での保育が困難な場合、その児童の保育を

一時的に行います。

家庭福祉課 未実施
状況に応じて

検討

4.障害児保育事業

保育に欠ける中程度の心身障害児を入所させ

健常児とともに集団保育を行います。

家庭福祉課 実施 8か所 継続実施

5.幼稚園における預かり保育

保護者の就労形態や家庭の事情により、保育が

必要な園児に対し、通常保育の時間を超えて保

育を実施します。

教育総務課 全施設実施 継続実施

③保育施設の整備

快適な保育環境と入所児童の安全確保を図るため、多様化する保育ニーズの動向や待機児童

解消の対策などを見極めながら保育所の整備を推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.保育所の整備

特別保育の拡充や待機児童解消に対応した施

設整備と老朽化した保育所の改築・整備を行い

ます。

家庭福祉課
計画的な整備

の推進
継続実施

2.へき地保育所の整備

地区児童数の推移を見ながら適切な施設整備

を図ります。

家庭福祉課 施設 1か所 継続実施

④保育内容の充実

保育所保育指針に基づき、適切な保育体制の整備やサービスの質の向上など保育内容の一層

の充実に努め、安心して預けることのできる保育サービスの提供を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.適正な保育計画

子どもの発達にあった適正な保育計画の策定

を促進します。

家庭福祉課

中央保育所
全施設実施 継続実施

2.三沢保育事業研究会の活動支援

保育所職員による保育内容の充実に関する研

究活動や子育て支援を推進するため、子育てイ

ベントの開催を支援します。

家庭福祉課

中央保育所

研究活動56回

イベント 1回
継続実施
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（２）在宅児も含めた子育て支援の充実

現状と課題

核家族化の進展や地域のつながりの希薄化等により、子育てが世代間で継承されにくい時代

となっており、健康やしつけなどに悩み・不安を持っている親も多く、子育てにおける情報を

共有したり、相談したりする場が求められています。

特に、県外からの転入者が多い三沢市の特徴から、孤立しがちな親子をケアする意味合いは

強く、出産前、入園前、就学前等、子どもの成長の過程において悩みを共有する親同士のネッ

トワークづくりが活発に行われるよう支援していくことが必要です。

三沢市の取り組み

すべての子育て家庭を地域全体で支え合う体制を整備し、多様な主体によるきめ細かなサー

ビス提供を促進します。また、親同士や子育てを終えた先輩等の交流の場を充実させるととも

に情報提供・相談体制を充実させ、子育ての孤立化や育児不安の解消を図ります。

①地域子育て支援センターの整備

地域の子育て支援活動の拠点として、関係機関との連携を強化しながら、すべての子育て家

庭に対する育児支援の充実を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.地域子育て支援センター

子育て家庭の育児に関する相談や情報提供、子

育てサークルの育成・支援等を総合的に行いま

す。

家庭福祉課
委託契約先

1か所
継続実施

②一時的な保育サービスの推進

専業主婦家庭等の育児疲れの解消や急病等の緊急時、断続的勤務・短時間勤務等の多様な就

労形態への対応など一時的な保育に対する多様な需要に対応できるサービスの充実を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.一時預かり・特定保育事業

保護者の疾病や入院または、就労形態等の事情

により、一時的な保育が必要な児童及び緊急的

に保育が必要になった児童の保育を行います。

家庭福祉課 実施 1か所 継続実施

2.子育て支援短期利用事業（ショートステイ）

保護者の疾病等により家庭における養育が困

難な児童を乳児院や児童養護施設等において

一定期間、養育・保護を行います。

家庭福祉課
委託契約先

1か所
継続実施
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③ファミリー・サポート・センターの充実

地域住民による相互援助活動をより一層活性化させるため、ファミリー・サポート・センタ

ーの周知および充実を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.ファミリー・サポート・センター

育児の援助を必要としている人と育児の援助

を行いたい人を組織化し、会員同士の相互援助

活動を支援します。

家庭福祉課

登録会員

提供 73人

利用 539人

両方 48人

継続実施

④子育てネットワークづくりの推進

子育てサークルなど地域で活動する団体を支援するとともに、関係機関・団体と連携しなが

ら、小さな子ども連れ親子が集える交流の場の充実を図り、楽しく子育てができる環境づくり

を推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.子育てサークルの活動支援

活動場所の提供や活動の周知、サークル間の連

携支援など、サークル活動の活性化に向けた支

援を行います。

家庭福祉課
サークル数

11団体
継続実施

2.保育所地域活動

地域の子育て支援の拠点として世代間交流や

異年齢交流、育児講座等を行います。

家庭福祉課
実施 4か所

6事業

実施 10か所

15事業

3.子育てひろば（子育てサロン）の充実

子育て親子の交流を図る拠点を設置し、子育て

支援に関するネットワークづくりや育児に関

する相談体制を推進します。

家庭福祉課
実施 1か所

利用者500人

実施 1か所

利用者

1,000人

4.親子ふれあい広場

乳幼児と保護者を対象に手遊びやおもちゃ作

り、簡単なグループワーク等の学習会を行いま

す。

健康推進課
回数 5回

参加 125人
継続実施

5.地域子育て支援センター 再掲 1-(2)-①-1

⑤情報提供・相談体制の充実

子育てに関するさまざまな情報について、必要な人が適切な情報を得ることができ主体的に

行動できるよう、効果的な情報発信を推進するとともに、悩みや不安などを気軽に相談できる

体制づくりに努めます。
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具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.民生委員・児童委員、主任児童委員との連携

地域で活動する民生委員・児童委員や主任児童

委員との連携を取りながら、効果的な子育て支

援活動を行います。

生活福祉課

民生・児童委員

82名

主任児童委員8

名

継続実施

2.家庭児童相談室設置事業

子どもに関するさまざまな問題や悩みの相談

を受け、問題解決に向けた援助を行います。

家庭福祉課

相談員 2名

相談件数

299件

継続実施

3.窓口の一本化の検討

子どもや子育てに関する相談や情報提供の窓

口を一本化するための検討をします。

総 務 課

行政管理課

組織等検討委

員会及び窓口

改善部会によ

る検討

専用窓口の

開設

4.子育てひろば（子育てサロン）の充実 再掲 1-(2)-④-3
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（３）子どもの居場所づくり

現状と課題

子ども同士の遊びや世代間交流を通じて人間関係や規範意識の形成がなされることを勘案す

ると、子ども同士が遊ぶことのできる場とさまざまな世代との交流の場の確保は重要な課題と

いえます。

共働き家庭の増加や就労形態の多様化により、放課後児童クラブに対する需要は増加してお

り、新たな児童クラブの設置と指導員の確保が求められているほか、公共施設のスペース開放

の利用を希望する住民も多いことから、地域のさまざまな資源を有効活用し、子どもたちが安

心して自由に遊ぶことのできる居場所づくりを推進していくとともに、多世代との交流が気軽

にできる場所や機会の創出に取り組んでいくことで児童の健全な育成を図っていく必要があり

ます。

三沢市の取り組み

地域のさまざまな資源を有効活用し、さまざまな年代や世代と気軽に交流し、安心して自由

に遊ぶことのできる場所や機会の創出を図ります。

①児童館・児童センターの整備

地域における児童の健全育成のための拠点として児童館・児童センターの整備を推進し、地

域と児童のふれあいの場として、また地域へのボランティア活動や母親クラブの拠点としての

機能の充実を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.児童館・児童センター

児童に健全な遊びを与え、健康の増進と豊かな

情操の育成を図るための施設の整備を推進し

ます。

家庭福祉課
児童館4か所

ｾﾝﾀｰ 4か所
継続実施

2.母親クラブの活動支援

児童館を拠点として活動する母親クラブの活

動を支援し、活動の活性化を図ります。

家庭福祉課 実施 9 ｸﾗﾌﾞ 継続実施

②放課後児童クラブの充実

地域の実情に応じて放課後児童クラブの充実を図り、就労等の理由で帰宅しても親がいない

小さな子どもが安心して過ごすことのできる場の提供に努めます。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.放課後児童クラブ

保護者が労働等により昼間家庭にいない主に

小学校低学年児童に対し、学校や児童館等を利

用して放課後の遊びや生活の支援を行います。

家庭福祉課
実施 9か所

定員 700人
継続実施
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（４）経済的負担の軽減

現状と課題

近年、子育てにかかる費用負担は大きく、少子化の要因のひとつとなっています。費用の負

担軽減を求める声は多く、また、各種手当の支給の充実は、子育て家庭の生活の安定とともに、

次代を担う人材の健全な育成に対する支援であることから、その拡充が求められています。

三沢市の取り組み

次代を担う人材の育成という社会的意味を持つ子育てについてその意義を評価し、子育て家

庭に対する経済的支援の充実に努め、出産・育児・医療費にかかる経済的負担の軽減を図りま

す。

①出産・育児にかかる経済的支援

出産・子育てに係わる各種給付制度について広く周知し、対象者の利用促進を図ることで経

済的負担の軽減を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.乳幼児医療費助成

0歳から小学校就学までの乳幼児にかかる医療

費（入院及び通院）の一部負担金相当額を助成

します。

また、保護者の経済的負担を軽減するため、現

物給付による助成方法を採用します。

国保年金課 対象1,585人 対象1,430人

2.子ども手当支給事業

支給対象を0歳から15歳到達後最初の年度末

までとし、経済的負担の軽減を図り、子育て家

庭を支援します。

市 民 課
H22年

開始予定

対象

約5,000人

3.児童扶養手当支給事業

18歳までの児童を養育している母子家庭の養

育者に対し、所得に応じて手当を支給します。

（H22から父子家庭も対象）

家庭福祉課 対象 623人 継続実施

4.母子寡婦福祉資金貸付事業

母子家庭等に対し、生活に必要な各種資金を無

利子もしくは低金利で融資します。

家庭福祉課 対象 24人 継続実施

5.ひとり親家庭等医療費助成

ひとり親家庭等に対し医療費の一部負担金相

当額の助成を行います。

家庭福祉課 対象1,724人 継続実施

6.幼稚園就園奨励事業

私立幼稚園に通園する満3歳児～5歳児をもつ

家庭に対し所得に応じて保育料等の減免をし

ます。

教育総務課 対象 357人 継続実施

7.奨学資金貸付事業

本市出身者で、経済的な理由で修学が困難な学

生・生徒に対し資金の貸付を行います。

教育総務課 貸付 46件 継続実施
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8.保育料軽減事業

保育所に入所している第3子以降の3歳未満児

について保育料を軽減します。

家庭福祉課 対象 62人 継続実施

9.地産地消でわんぱく家族米支給事業

18歳以下の子どもが3人以上いる世帯に対し地

元産米を支給し、子育て家庭を支援します。

家庭福祉課 対象751世帯 継続実施

10.妊婦委託健康診査受診票の交付

母子健康手帳交付時に妊婦健診を公費で受診

できる受診票を14枚交付し、妊婦に対し経済

的支援をします。

健康推進課 対象 484人 継続実施

11.乳児委託健康診査受診票の交付

出生届出時に乳児委託健康診査を無料で受診

できる受診票を2枚交付し、経済的支援をしま

す。

健康推進課 対象 500人 継続実施

12.遺児等援護対策事業

死別による母子家庭・父子家庭及び障害を持つ

保護者で、義務教育終了前の児童のいる家庭等

に入学祝金・卒業祝金を支給します。

市 民 課

入学祝金

小学校 3件

中学校 8件

卒業祝金15件

継続実施

②各種制度の周知

広報誌やホームページへの掲載、ケーブルテレビでの行政情報の発信、パンフレットの配布

等により各種制度について周知し、対象者の積極的な制度利用の促進を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.広報誌への掲載

各種制度について広報誌に掲載し、市民に対し

て周知を図ります。

広報広聴課 掲載 24件
依頼に応じ

継続実施

2.ケーブルテレビにおける情報の発信

データ及び文字放送を活用し、各種制度につい

て、市民に広く周知します。

CATV情報課

データ放送及

び文字放送

780件

継続実施
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基本目標2．子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

次代の担い手である子どもたちが個性豊かにたくましく生きるため、特色ある教育を展開し、

子どもたちに確かな学力、豊かな心、健やかな体を育てる教育を推進します。

また、子どもたちが豊かな人間性を備え自ら考え行動し、未来を切り拓く「生きる力」と「夢

を育む心」を身につける教育や一人ひとりが個性や能力を伸ばし健やかな若者として自立してい

く環境づくりを推進します。

（１）生きる力の育成に向けた学校教育環境の整備

①確かな学力の向上に向けた取り組みの推進

②子どもの健やかな心身の育成

③信頼される学校づくりの推進

④幼児教育の充実

⑤特別支援教育の充実

（２）地域の人々との交流・体験活動等の機会の充実

①交流・体験活動の促進

②地域の教育力の向上

（３）子どもを持つ親に対する家庭教育の充実

（４）次代の親の育成

①乳幼児とふれあう機会の充実

②男女が協力し家庭を築くことへの理解促進

③若者の自立支援

（５）青少年の健全育成

①各種イベント等の推進

②街頭補導活動等の充実

③子どもを取り巻く有害環境対策の推進

④相談・サポート体制の整備

⑤子どもの人権擁護における取り組みの推進
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（１）生きる力の育成に向けた学校教育環境の整備

現状と課題

子どもは次代の担い手であり、知・徳・体の調和のとれた人間性豊かな幼児・児童・生徒を

育成するため、その個性と可能性を伸ばし、「生きる力」と「夢を育む心」を身につけるために

は、学校教育の充実が不可欠であります。

今後も、きめ細かな指導の充実や個性ある学習を推進していくとともに、地域に信頼される

学校づくりに努めていく必要があります。そのためには、教員一人ひとりの能力の向上と適正

な評価が求められると同時に、学校評議員制度の充実や、学校がもつ施設や人材等の資源を生

かした地域教育への貢献等により、地域に根ざした学校づくりをしていくことが、住民との信

頼関係につながるものと考えます。

また、子どもたちの学ぶ意欲の低下も問題視されています。学習の意義の理解、学習意欲の

向上に向けた取り組みも重要な課題であります。

三沢市の取り組み

基礎学力の向上を図るとともに、自ら主体的に判断し解決する能力を身につける学習及び安

全な環境の中で心身ともに健やかな子どもを育成する学校づくりを推進します。

また、地域における学習機会や活動の場の充実、教育環境の向上を図り、次代の担い手であ

る子どもとともに親も子育てを通し成長することができる地域づくりを推進します。

①確かな学力の向上に向けた取り組みの推進

きめ細かな指導方法の実践により個に応じた学習を推進し、児童生徒の学習意欲と基礎学力

の向上を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.教材研究の深化

基礎的・基本的内容に即した教材の精選と教材

研究の深化に努めます。

教育指導室
全小・中学校

で実施

内容の一層の

深化・充実

2.問題解決的な学習の実践

児童生徒が学び方を身につけることができる

ように、問題解決的な学習の展開に配慮した授

業実践に努めます。

教育指導室
全小・中学校

で実施

内容の一層の

深化・充実

3.個に応じた指導の実践

少人数指導や習熟度別学習、ＴＴ（ティーム・

ティーチング）等、個に応じたきめ細かな指導

を推進します。

教育指導室
全小・中学校

で実施

内容の一層の

深化・充実

4.評価と指導の一体化

学習中の評価と指導を的確に行い、学習内容の

理解と定着を図るように努めます。

教育指導室
全小・中学校

で実施

内容の一層の

深化・充実
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5.外国語指導助手の活用

外国語指導助手（ALT）を積極的に活用し、外

国語教育の一層の充実を図ります。
教育指導室

全小・中学校

で実施

ALT 2名

AET 11名

内容の一層の

深化・充実

6.小・中学校学力・知能検査の実施

小・中学校の学力や知能の検査の実態を分析・

把握し、児童・生徒の学習状況・指導方法を改

善します。

教育指導室
全小・中学校

で実施

内容の一層の

深化・充実

7.教育用パソコンの整備

小・中学校へパソコンを整備し、情報化に対応

する教育を推進します。

教育総務課
全小・中学校

へ整備
計画的に整備

②子どもの健やかな心身の育成

学校保健や道徳教育、情報教育等の充実を図り、健やかな心身の育成に努めるとともに、さ

まざまな悩みや心の問題に対して気軽に相談できる体制の整備を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.市学校保健会の活動促進

児童生徒の保健管理、保健教育の推進、保健衛

生に関する検査、研究、学校保健関係者の指導

等の活動を促進します。

教育総務課 補助金交付 継続実施

2.情報モラル指導の推進

携帯電話やインターネットを活用する上での

知識・マナー・モラル等についての教育を推進

します。

教育総務課

職員研修及び

子ども達への

教育を実施

継続実施

3.道徳教育の推進

道徳の授業や日常生活を通して、生命の尊重と

思いやりの心を育む指導を行います。

教育指導室

全小・中学校で

「心のﾉｰﾄ」の

活用

継続実施

4.スクールカウンセラーの派遣

児童・生徒の相談に応じるスクールカウンセラ

ーを小・中学校に派遣します。

教育指導室
中学校 1校

小学校 1校
継続実施

5.心の教室相談員の配置

生徒の相談相手として市内全中学校に配置し

ます。

教育指導室 中学校 5校 継続実施

6.教育相談室及び適応指導教室

不登校やいじめ、心身の発達等、子どもの教育

や悩みを気軽に相談できる機関として教育相

談室及び体験活動や学習指導に応じるための

適応指導教室を設置しています。

教育指導室

相談件数

304件

教育相談員

2名

適応指導員

2名

相談件数の減

数

教育相談員

2名

適応相談員

2名

7.家庭児童相談室設置事業 再掲 1-(2)-⑤-2
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③信頼される学校づくりの推進

地域住民の学校運営への参画や教職員の質の向上、児童・生徒の安全を確保するための施設・

設備の計画的な整備の推進など、地域に開かれた信頼される学校づくりに努めます。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.学校評議員制度

地域住民の学校運営参画のしくみとして、各学

校に学校評議員を設置します。

教育総務課
全小・中学校

で実施
継続実施

2.教員研究活動

校内研究、研修会など教育・教員の質の向上を

図るための研究活動を推進します。

教育指導室
全小・中学校

で実施
継続実施

3.学校訪問事業

各小中学校の現状を分析し、指導の方針と重点

を明確にした支援活動を推進します。

教育指導室
全小・中学校

で実施
継続実施

4.学校施設の開放

子どもの安全に配慮しながら、地域住民が気軽

に利用できるよう施設を開放します。

市民スポーツ課
全小・中学校

で実施
継続実施

5.学校施設の整備

老朽化の進んだ校舎等の改修・大規模改造等や

児童生徒数に応じた施設の変更、設備備品の計

画的な更新等を実施します。

教育総務課
計画的な整備

の推進
継続実施

6.学校施設の耐震化の推進

地震時における児童・生徒の安全確保のため、

耐震化を推進します。

教育総務課
計画的な整備

の推進
継続実施

④幼児教育の充実

幼稚園の就園を奨励しながら、幼稚園教諭の資質向上を図り、豊かな心身と創造力・社会性

を培う幼児教育を推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.幼稚園教育研究会への支援

幼稚園教諭の資質向上のための研究会活動を

支援します。

教育指導室 実施 継続実施

2.幼稚園就園奨励事業 再掲 1-(4)-①-6

⑤特別支援教育の充実

各分野や関係機関との連携を図りながら、子どもの能力や発達上の課題、障害の状況等の把

握に努め、一人ひとりの個性に応じた適切な指導やきめ細かな対応がとれる体制づくりを推進

します。



20

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.特別支援教育の充実

障害の状況に応じたきめ細かな教育がなされ

るよう指導の充実を図ります。

教育総務課 実施 継続実施
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（２）地域の人々との交流・体験活動等の機会の充実

現状と課題

少子化の影響や社会活動の多様化等により、地域の子ども同士や大人たちとの関係が希薄に

なっています。放課後や休日に家族と過ごす子どもが多くなってきており、特に中・高生にな

ると学校以外のつがなりが薄く、地域活動への参加意向も低い状況です。

子どもたちにさまざまな体験や交流を経験させ、その中から自立心や社会性を育んでいくた

めには、学校行事だけでなく地域の大人たちがさまざまな立場や価値観から子どもたちを教育

していくことが望ましく、同時に、親が地域活動に参加することは親としての在り方や子ども

との接し方などを学習する機会ともなります。

地域全体で子どもや親の育ちを支援していくために、地域住民や関係団体の協力を得ながら、

地域資源を活かした体験活動やスポーツ活動の活性化、地域間の交流活動等の取り組みを積極

的に推進していくことが必要です。

三沢市の取り組み

異年齢間・世代間の交流を促進し、地域住民のつながりの強化を図るとともに、自然や科学

に触れる機会を創出し、子どもの豊かな感性と探究心を伸ばすような体験活動の充実を図りま

す。また、活動を支える人材の育成・発掘に努めます。

①交流・体験活動の促進

住民や地域活動団体等との連携・協力を図りながら、さまざまな体験学習・交流活動を実施

し、豊かで思いやりのある心と社会性の育成を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.子ども会活動の促進

子ども会育成協議会等と連携しながら、子ども

たちの自主的な活動を支援します。

生涯学習課
育成会員

870人

育成会員の

維持

2.ボーイスカウト・ガールスカウト活動の促進

キャンプや奉仕活動を通じて学区や学年を越

えた地域交流・体験を行う活動を促進します。

生涯学習課 登録者 76人 登録者の維持

3.少年少女発明クラブの活用

小・中学生を対象に科学実験や工作、ロボット

づくり等を通して科学する心の育成を図りま

す。

生涯学習課
活動 24回

参加 24人

活動 25回

参加 25人

4.スポーツ少年団活動の促進

スポーツ少年団の活動を支援し、スポーツ活動

を通じた心身の健全育成と仲間づくりを図り

ます。

市民スポーツ課
団体 26団体

参加 713人
継続実施
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5.日米交流学習・国際交流サロン事業

市内小・中学生と米軍基地内児童との交流学習

を推進します。また、小・中学生及び教員が、

より英語に親しめるよう英会話サロンを開設

します。

教育指導室
交流学習4校

サロン6日間
継続実施

6.伝統文化子ども教室事業

各種団体と連携し、土・日曜日などにおいて伝

統音楽や郷土芸能などを計画的、継続的に体

験・修得できる機会を提供します。

生涯学習課

（文化協会）
団体 9団体 継続実施

7.民俗芸能継承の促進

民俗芸能保存会連絡協議会と連携し、郷土芸能

の継承・保存を推進し、市民に広く鑑賞の機会

を設け郷土文化の充実を図ります。

生涯学習課
活動団体

10団体
継続実施

8.サイエンスクラブの活用

小・中学生の児童とその保護者を対象に実験

や、自然観察会などを通して科学を育む心と地

域についての理解を広げます。

生涯学習課

（航空科学館）

活動回数

10回
継続実施

9.アウトリーチ活動

航空科学館から遠く離れた地域や来館が困難

な保育所・幼稚園、小・中学校を対象に科学実

験や科学工作の出前講座を実施し、青少年の科

学する心を促進します。

生涯学習課

（航空科学館）

活動回数

50回
継続実施

10.民生委員・児童委員、主任児童委員との

連携
再掲 1-(2)-⑤-1

11.児童館・児童センター 再掲 1-(3)-①-1

②地域の教育力の向上

地域活動を支える指導者やリーダー、各種活動団体の育成・支援を図り、子どもたちを中心

としたさまざまな地域活動の活性化を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.指導者・リーダーの育成

指導者研修やジュニアリーダー養成など子ど

もたちの自主的な活動を支える人材の育成を

図ります。

生涯学習課
研修 2回

参加 120人

研修 2回

参加 150人

2.地域活動団体の活動支援

地域の人との交流や体験活動に取り組み、地域

団体の活動の活性化を図ります。

生涯学習課

補助金交付及

び活動場所の

提供

継続実施
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3.学校支援地域本部事業

地域住民が学校支援ボランティアとして活動

しやすい体制を作ることで、地域の教育力の活

性化や教員・地域の大人が子どもと向き合う時

間を増やす等、地域住民が生涯学習の成果を活

かす場の拡充を図ります。

生涯学習課
実施小学校

1校
継続実施

4.総合型地域スポーツクラブの育成

明るく健全な地域社会の構築と、地域住民の生

涯スポーツの推進を図り、青少年の健全育成を

目指します。

市民スポーツ課

会員数80人

うち、

小学生 67人

一般 13人

継続実施

5.子ども会活動の促進 再掲 2-(2)-①-1

6.民俗芸能継承の促進 再掲 2-(2)-①-7
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（３）子どもを持つ親に対する家庭教育の充実

現状と課題

核家族化や近隣社会の希薄化に伴い、子どもの発達段階に応じた親の役割やしつけの仕方な

どについて学ぶ機会が少なくなっており、家庭における教育力の低下が問題視されています。

アンケート調査によると子育てに対する不安・負担感を感じる人は６割近くに上り、その不

安や悩みを軽減するためには、家庭教育について学ぶ機会や子どもに関する悩みを気軽に相談

でき真剣に応じてくれる相談相手が必要です。子どもの健やかな成長に資する家庭の教育力の

向上のためにも、大家族に代わる新たな支え合いとして地域全体で親の育ちを支援していかな

ければなりません。

三沢市の取り組み

あらゆる機会を有効活用し、子どもの発達段階に応じた親の役割やしつけの仕方等の学習機

会や情報提供の充実を図ります。また、不安や悩みを気軽に相談できる体制づくりを推進しま

す。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.小・中学校家庭教育学級

小・中学校の保護者を対象に家庭における教育

機能を高めるための学習会を開設します。

生涯学習課
開催 4回/年

参加 1,000人

開催 8回/年

参加 1,000人

2.家庭教育手帳の活用

家庭教育手帳を文部科学省ホームページで閲

覧できることを周知し、関係部署にはデータを

提供し、活用を図ります。

生涯学習課 周知 年1回 継続実施

3.家庭教育支援基盤形成事業

親等に対する様々な機会を活用した学習機会

の提供や父親の家庭教育を考える集いなどを

実施し、家庭教育支援を行います。

生涯学習課 7講座開催 継続実施

4.出前講座「来てけろ講座」

各種団体やグループ等の申し込みに対して市

職員が出向き、テーマに沿って講座を行いま

す。

広報広聴課

関係各課

ﾒﾆｭｰ 82 ﾒﾆｭｰ

利用 18件
継続実施

5.教育相談室及び適応指導教室 再掲 2-(1)-②-6
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（４）次代の親の育成

現状と課題

次代の親となる子どもたちが、家庭を築き、子どもを育てることの意義を理解していくこと

は重要であり、さまざまな体験を通して、男女が協力して家庭を築くことや子どもを生み育て

ることの大切さを実感できるための取り組みを推進していく必要があります。

また、中高生の結婚や子どもに対するイメージは決してネガティブではなく、また男女の役

割分担についても平等に対して高い意識を持っています。こうした結婚や子どもへの希望を実

現することができるような地域社会を整備していくことが必要とされています。

三沢市の取り組み

男女が協力しあい、子どもを生み育てることの意義や大切さを理解するための取り組みを推

進します。また、若者が自立して家庭をもてるようにするための就労支援を推進します。

①乳幼児とふれあう機会の充実

できるだけ多くの子どもが乳幼児とのふれあいを通じて生命の尊さや子どもを生み育てるこ

との大切さを実感できる機会の充実を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.ふれあい体験学習

主に中学生を対象に乳児とふれあう体験を通

じて生命の大切さや妊娠・子育てを学ぶ機会を

創出します。

健康推進課 3校7回実施 継続実施

②男女が協力し家庭を築くことへの理解促進

男女が協力して家庭を築き、子どもを育てていくことの大切さを理解させていくため、次代

の親となる世代やその家族等に対し男女共同参画教育を推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.地域の高校生に対する啓発事業

各種事業への参画及び学習機会の提供並びに

資料を提供することにより、次代を担う高校生

に対し、意識の啓発を図ります。

広報広聴課 参加校 1校 参加校 2校

2.学校教育における男女共同参画教育

学校教育において、男女が協力して取り組む学

習や男女平等に関する教育を推進します。

教育指導室
全小・中学校

で実施
継続実施
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③若者の自立支援

早い段階から社会とのかかわりを実感できる機会を充実させ、進路や職業に対する意識づく

りを促進するとともに、経済的な理由で就学をあきらめることのないよう支援します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.勤労観・職業観の育成

啓発的な体験活動などを通して望ましい勤労

観・職業観の育成を図ります。

教育指導室
全小・中学校

で実施
継続実施

2.奨学資金貸付事業 再掲 1-(4)-①-7
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（５）青少年の健全育成

現状と課題

近年、テレビやインターネット、雑誌等での性や暴力等の情報が過激になってきているなど、

子どもを取り巻く環境の変化による青少年の健全な育成への悪影響が社会問題化しており、今

後も、積極的な有害環境の浄化を推進していかなければなりません。

また、少年非行が凶悪化するなどの深刻な状況や、不登校、いじめ、ひきこもり、摂食障害、

性の逸脱行動等にみられる心の問題に対応していくため、各分野の関係機関等が連携し、専門

的な相談・サポート体制を整備していく必要があります。

三沢市の取り組み

さまざまな体験活動から豊かな心と社会性や規範意識の形成を図ります。また、子どもへの

悪影響が懸念される有害環境の浄化を推進するとともに、子どもが抱える心の問題に対してサ

ポートする体制の整備を推進します。

①各種イベント等の推進

青少年教育に関する各種イベント等を推進し、子どもたちの体験活動の機会の充実を図りま

す。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.青少年舞台芸術鑑賞教室

小・中学生を対象にすぐれた舞台芸術にふれる

機会を創出します。

生涯学習課

（中央公民館）
実施 3回/年 継続実施

②街頭補導活動等の充実

関係機関と連携しながら街頭補導活動の充実を図り、青少年の非行防止と健全育成を図りま

す。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.街頭補導活動

青少年の不良行為や問題行為に対して、適切な

指導と助言を行い、青少年非行の抑止を図りま

す。

生活環境課 指導件数65件 継続実施

2.青少年補導員連絡協議会の活動支援

市内の巡回活動を行う協議会に対し活動の支

援をします。

生活環境課 補助金交付 継続実施
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③子どもを取り巻く有害環境対策の推進

青少年が暴力情報、性的情報等の違法・有害情報を容易に入手することがないよう、有害環

境の浄化と啓発活動を推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.青少年健全育成推進員連絡協議会の活動支

援

市内のコンビニなどを巡回し有害図書類など

の有害環境の浄化活動を行う協議会に対し活

動の支援をします。

生活環境課 補助金交付 継続実施

2.情報モラル指導の推進 再掲 2-(1)-②-2

④相談・サポート体制の整備

関係機関や関連分野と連携しながら、青少年のもつ悩みや不安に対し、気軽に相談に応じ、

また適切な指導がとれる体制の整備を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.スクールカウンセラーの派遣 再掲 2-(1)-②-4

2.心の教室相談員の配置 再掲 2-(1)-②-5

3.教育相談室及び適応指導教室 再掲 2-(1)-②-6

⑤子どもの人権擁護における取り組みの推進

子どもをめぐる人権問題は、他人に対する思いやりや、いたわりといった人権尊重意識の希

薄さにあると思われ、この問題を解決するためには、お互いの異なる点を個性として尊重する

などの人権意識を促進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.豊かな心を育てる生徒指導研究会推進事業

中央・北部・東部の3部会で構成され、学校・

地域・関係機関・団体との連携を密にし、豊か

な心を育てる教育環境をつくるための研究と

実践活動を進めます。

教育指導室

各部会研究会

開催

3～4回

継続実施

2.いじめ問題連絡会議

個々の機関・団体で実施しているいじめ根絶活

動等に対して、学校・家庭・地域における実践

活動等の情報を提供するとともに、各関係機関

で実施している事業の連携についても積極的

に協力します。

生涯学習課
会議開催

１回
継続実施

3.スクールカウンセラーの派遣 再掲 2-(1)-②-4

4.心の教室相談員の配置 再掲 2-(1)-②-5
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5.教育相談室及び適応指導教室 再掲 2-(1)-②-6

6.青少年健全育成推進員連絡協議会の活動支

援
再掲 2-(5)-③-1
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基本目標3．母性と乳幼児等の健康の確保及び増進

安心して子どもを生み育てられる環境づくりのためには、乳幼児と妊産婦の心身の健康づくり

を進める母子保健が重要な役割を果たしています。「健康みさわ２１計画」に基づき、保健・医

療・福祉・教育の各分野が連携し、妊娠・出産から乳幼児期、思春期に至るまでの子どもの成長

に合わせた取り組みを充実させるとともに、一人ひとりの状況に応じたきめ細かな相談・指導が

なされる体制を整備し、子どもと母親の心身の健康を支える環境づくりを推進します。

（１）母子保健医療体制の充実

（２）子どもと母親の健康の確保

①安全で快適な妊娠・出産の確保

②乳幼児健康診査・健康相談等の充実

③安心できる育児環境づくり

④不妊に対する支援

（３）思春期保健の充実

①性に関する正しい知識の普及

②思春期における健康教育の充実

③心の健康づくりの充実

（４）「食育」の推進

①食に関する正しい知識の普及

②「食育」の実践に向けた取り組みの推進

③学校給食の充実
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（１）母子保健医療体制の充実

現状と課題

かかりつけ医がいる子どもは多いものの、夜間や休日など急病時の対応に不安を感じており、

また、三沢市に対して「子どもの医療体制の整備」を要望している人が多くなっています。

救急医療体制については、在宅当番医制や病院群輪番制及び医療救護活動体制の整備により

対応していますが、専門医の不在に対する不安や医師の対応への不満の声も見られ、体制の充

実と質の向上に向けた取り組みが求められています。

三沢市の取り組み

関係機関との連携を強化しながら母子保健医療体制の充実を図ります。また、緊急時に子ど

もが安心して受診できるよう、小児救急医療体制の充実に努めます。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.保健協力員との連携・協力

乳幼児相談や各種健診に協力し、また地域にお

ける母子の諸問題に対し支援する保健協力員

と積極的に連携・協力していきます。

健康推進課
協力参加延人

数 80人

協力参加延人

数の増加

2.保健師の設置

家庭訪問や健康相談、健康教育を実施する保健

師の増強を図ります。

健康推進課

総 務 課
保健師 6人 現状維持

3.専門医の確保

小児科および産婦人科専門医師の確保に努め、

いつでも安心して受診できる体制整備を図り

ます。

市立三沢病院

総 務 課

小児科 2人

産婦人科１人
現状維持

4.小児救急医療体制の充実

県や近隣市町村、医師会等と連携しながら、夜

間や休日等の小児救急医療体制の強化を図り

ます。

健康推進課

市立三沢病院
未実施 実施を検討
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（２）子どもと母親の健康の確保

現状と課題

妊婦や乳児育児者を対象とした各種教室は認知度が高く、他事業に比べ利用もされており、

また、各種健康診査についても受診率が８～９割と高くなっています。今後は、就労形態の多

様化に対応した土曜・休日の開催等により、受診率のさらなる向上を図るとともに、健診の質

の向上と受診後の事後指導等の充実が課題となります。

また、虐待予防の視点から、医師・歯科医師との連携や各種健診時における相談体制を充実

させ、子育てを楽しめるよう配慮した相談を心がけていく必要があります。

三沢市の取り組み

乳幼児が心身ともに健やかに成長でき、親が安心して出産・育児ができるよう、母子保健事

業の充実を図ります。また、国民運動計画である「健康みさわ２１計画」や「三沢市母子保健

計画」を踏まえ、支援を要する児童への対応など、きめ細かな相談体制の整備に努めます。

①安全で快適な妊娠・出産の確保

妊婦の健康の確保および妊娠・出産・育児に関する知識の普及を図り、安心・安全な出産を

支援するとともに、事業を通じた子育ての仲間づくりを促進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.妊婦歯科集団健康診査

妊婦に対し、歯科医師や歯科衛生士による歯科

健診・歯みがき指導を行います。

健康推進課
実施12回/年

受診者 68人
受診率の向上

2.妊産婦・新生児訪問指導

妊産婦と新生児に対し、主に家庭訪問による保

健指導を行います。
健康推進課

訪問件数

妊婦 220件

産婦 500件

新生児500件

件数増加、

内容の充実

3.妊婦委託健康診査受診票の交付 再掲 1-(4)-①-10

②乳幼児健康診査・健康相談等の充実

参加しやすい健康診査の実施ときめ細かな相談・指導ができる体制を強化し、疾病・障害の

早期発見・早期治療、育児不安の解消に向けた取り組みを推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.4か月児健康診査

問診や身体測定、診察等による診査と栄養摂

取、育児環境等についての相談指導を実施しま

す。

健康推進課 受診率 97％ 受診率の向上
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2.乳児健康相談（6-7か月児、9-10か月児）

問診や身体測定による心身の発達観察と乳児

各期における必要な知識や技術の指導を行い

ます。

健康推進課

6-7か月児

82.5％

9-10か月児

76.7％

受診率の向上

3.1歳6か月児健康診査

問診や身体測定、診察（内科・歯科）、保健・

栄養指導、精密健診等を実施します。

健康推進課 受診率 94％ 受診率の向上

4.2歳児歯科健康診査

問診や身体測定とともに、歯科指導、歯科診察、

栄養指導、育児相談等を行います。

健康推進課 受診率87.6％ 受診率の向上

5.3歳児健康診査

検尿や身体測定、問診、視力・聴覚検査、診察、

栄養・育児相談等を実施し、必要に応じて適切

な事後指導・措置を行います。

健康推進課 受診率 95％ 受診率の向上

6.予防接種の促進

健康相談・健康診査等において予防接種に関す

る情報提供を行い、予防接種を促進します。

健康推進課

ポリオ50.8%

三種混合

初回55.0％

追加52.6％

二種混合

87.9％

麻疹・風疹

1期 78.8％

2期 89.0％

3期 84.2％

4期 77.6％

接種率の向上

7.歯の健康づくりの推進

三沢市保育事業研究会・幼稚園教育研究会が行

う未就学児の歯の健康づくり活動を支援しま

す。

健康推進課 実施率98% 受診率の向上

8.乳児委託健康診査受診票の交付 再掲 1-(4)-①-11

③安心できる育児環境づくり

子どもの健康や発達に関する不安や悩みに対しきめ細かな相談に応じることのできる体制を

整備し、安心して子育てができる環境づくりを推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.遊びの広場

ことばの遅れや多動などの発達について不安

を抱える保護者を対象に、遊びを通じた子ども

とのかかわりについての学習や専門家による

相談等を行います。

健康推進課

開催回数

24回

1 回当り 10 組

参加

継続実施

2.電話相談

子どもの発育・発達、離乳食の進め方など育児

に関する相談から健康診査・健康相談の日程確

認などに気軽に応じます。

健康推進課
相談件数

1,000件
継続実施
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3.事故防止の促進

家庭内等の事故防止や応急処置に関する学習

機会の充実を図ります。

健康推進課
開催回数

12回
継続実施

4.地域子育て支援センター 再掲 1-(2)-①-1

5.保育所地域活動 再掲 1-(2)-④-2

6.親子ふれあい広場 再掲 1-(2)-④-4

7.出前講座「来てけろ講座」 再掲 2-(3)-4

④不妊に対する支援

不妊に悩む夫婦に対し、県や関係機関と連携しながら不妊治療に関する情報提供を行うなど

支援の充実を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.不妊治療に関する情報提供

不妊に悩んでいる家庭に対し不妊治療や助成

制度等の情報提供を適切に行います。

健康推進課 5件 継続実施
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（３）思春期保健の充実

現状と課題

思春期は一生の間で身体面および精神面における発達の変化が大きい時期であり、この時期

の対応が将来の生活や健康、価値観に大きな影響を及ぼします。

昨今、少子化等により、乳児とふれあう機会のない中・高生が増えてきています。また、イ

ンターネットや携帯電話からは性や薬物など思春期の心身の健康に影響を及ぼす情報が容易に

入手できる環境となってきており、命や性の大切さ、薬物の怖さを教えていく必要があります。

そのため、保健の授業を中心に専門家による性等に関する正しい知識の習得を図ることはま

すます重要であると思われ、学校や保健機関との連携により、それぞれの専門性を生かしなが

ら、適切な時期に適切な保健指導を展開していくことが必要となります。

三沢市の取り組み

保健機関や学校との連携により、性に関する健全な意識や正しい知識の普及を図ります。ま

た、命の大切さや母性・父性の育成を図り、思春期における心身の健康に対する教育・相談体

制の充実を図ります。

①性に関する正しい知識の普及

性行動に関して自ら適切な意思決定や選択ができるよう、性に関する正しい知識の普及と命

の大切さについての理解を促進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.思春期教室

思春期の子どもまたはその保護者を対象に学

校や地域に出向き医師による講話を開催しま

す。

健康推進課 4校4回実施 継続実施

②思春期における健康教育の充実

飲酒や喫煙、薬物など思春期の若者の健康を阻害する問題についての意識啓発と正しい知識

の普及を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.喫煙防止教室

学校等において喫煙が及ぼす体への影響等に

ついて学習する機会を提供します。

健康推進課

教育指導室
5校5回実施 継続実施

2.薬物乱用防止教室

学校等において薬物が及ぼす体への影響等に

ついて学習する機会を提供します。

健康推進課

教育指導室

全中学校で

実施
継続実施
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③心の健康づくりの充実

思春期特有のこころの悩みや問題を抱える子どもや保護者が気軽に相談でき適切に対応でき

るよう、各分野や関係機関等と問題意識を共有しながら体制の整備を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.思春期相談

性や不登校その他思春期特有の心の問題等に

ついて、気軽に相談できる体制を整備します。

健康推進課
相談件数

10件
継続実施

2.こころの健康相談

こころの悩みを持つ本人及び家族の相談に応

じ、障害の発見と悪化防止を図り効果的な支援

を行います。

健康推進課
相談件数

延べ 720件
継続実施

3.家庭児童相談室設置事業 再掲 1-(2)-⑤-2

4.情報モラル指導の推進 再掲 2-(1)-②-2

5.スクールカウンセラーの派遣 再掲 2-(1)-②-4
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（４）「食育」の推進

現状と課題

乳幼児からの正しい食事の摂り方や望ましい食習慣の確保により、食を通じた健康づくりや

人間性の育成を図るため、意識啓発活動や地域特有の食文化にふれる機会の充実を図り、食育

の理解の促進に努めることが重要となります。

また、学校給食を通して生涯を通じ、健康に過ごすための望ましい食生活のあり方について

の意識を培うことや調理の実践等に向けた取り組みを推進していくことが必要と考えられます。

三沢市の取り組み

乳幼児期からの正しい食事の摂り方や望ましい食習慣の定着を促進し、食を通じて心身とも

に健康な子どもの育成と良好な家族関係の形成を図ります。

①食に関する正しい知識の普及

栄養相談・指導を通じて食材や栄養等に関する正しい知識の普及を図り、適切な食生活習慣

を確立できるよう支援します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.健診等を活用した栄養相談・指導

乳幼児健診や育児相談、訪問指導等の機会を利

用し、食の大切さや食生活の改善等に対する相

談・指導を行います。

健康推進課

個別相談

200人

集団相談

1,748人

継続実施

2.朝食欠食改善事業

学齢期の正しい食事の摂り方や望ましい食習

慣の定着、食を通じた豊かな人間性の形成等に

より、心身の健全育成を図ります。

健康推進課 実施 1校 継続実施

3.食生活改善推進員との連携・協力

生活習慣病予防につなげるために乳幼児期か

らの正しい食生活普及活動を行う食生活改善

推進員と積極的に連携・協力していきます。

健康推進課 開催回数17回 継続実施

②「食育」の実践に向けた取り組みの推進

食事の楽しさを実感しながら、自ら安全で栄養バランスのとれた食生活を選択・実践できる

よう支援するとともに、食を通じての良好な家族関係の形成を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.親子の料理教室

食事の楽しさを実感しながら学習する機会を

提供し、食育の実践と親子の交流を促進しま

す。

健康推進課
開催回数 2回

参加者 111人
継続実施
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2.離乳食試食

6-7か月児健康相談時において離乳食について

学習する機会を提供します。

健康推進課 開催回数12回 継続実施

3.三つ子の味覚百まで事業

3歳児健康診査の際、対象児とその家族に対し

て手作りおやつの試食と作り方の指導及び砂

糖含有量のパンフレットを配布し健康づくり

活動を支援します。

健康推進課 開催回数12回 継続実施

4.食生活改善推進員との連携・協力 再掲 3-(4)-①-3

③学校給食の充実

美味しく栄養バランスのとれた楽しい学校給食を推進し、学校給食を通して健やかな心身づ

くりと「食」に対する意識の醸成を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.学校給食での食育指導

学校給食の献立を教材に使いながら、食に関す

る指導を行います。

学校給食

センター
実施 78回 継続実施

2.献立における地産地消の推進

できるだけ地元でとれた新鮮で安全な食材を

活用するなど、学校給食での地産地消を推進し

ます。

学校給食

センター

地元産食材の

使用実施
継続実施
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基本目標4．職業生活と家庭生活との両立の推進

男性を含めた働き方の見直しを促進するとともに、子育て家庭に配慮した企業の取り組みや、

あらゆる場面においてその人の個性や可能性を十分に発揮できる社会が求められています。すべ

ての男女が、結婚や子育てに対して夢や希望をもつことができ、仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）が実現されるような環境づくりを推進します。

（１）仕事と生活の調和の実現

①多様な子育て支援サービスの充実

②ファミリーフレンドリー企業の普及促進

③相談体制と情報提供の充実

（２）固定的な性別役割分業の是正

①男女共同参画意識の啓発

②男性の育児参加の促進
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（１）仕事と生活の調和の実現

現状と課題

家庭での育児分担についてのアンケート調査によると、「男女がお互いに協力して行うべき」

と考える家庭が７割となっているものの、実際の父親の育児参加状況は、「よくしている」５割、

「時々している」４割となっており、男女の役割分担についての意識の変化に伴わず、子育て

の主体はあくまで「母親」となっているのが現状であり、女性の仕事と子育ての両立支援は次

世代育成において重要な施策となっています。

調査では、両立に必要なこととして「夫の家事や育児の分担・協力」や「子育て者に配慮し

た職場環境」が多くあげられており、また男性も含めた働き方の見直しの必要性も指摘されて

います。

このことから、保育サービスやファミリー・サポート・センターの充実を図るなど多様な子

育て支援サービスの提供を推進していくとともに、仕事と家庭の両立に向けたさまざまな制度

をきちんと取得できる職場づくりを促進し、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

が実現できる環境を整備していくことで、結婚や出産をためらう要因のひとつを取り除いてい

かなければなりません。

三沢市の取り組み

仕事と生活の調和ができるよう、多様な子育て支援サービスの充実と子育て家庭に配慮した

職場環境の整備、各種制度やサービスの情報提供の充実に努めます。

①多様な子育て支援サービスの充実

さまざまな就労形態に対応した多様な主体による保育サービスの充実を図り、働きながら子

育てをする家庭を支援します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.保育所入所待機児童の解消促進

市内保育所に対し、保育所定員の見直しや入所

の円滑化により、入所待機児童の解消を図りま

す。

家庭福祉課
待機児童数

42人

待機児童数

0人

2.多様な需要に対応した保育サービスの充実

特別保育の充実を図るなど多様な需要に対応

した保育サービスの充実に努めます。

家庭福祉課
前述 1-(1)-①、②、(2)-②にお

ける取り組みの推進

3.ファミリー・サポート・センター 再掲 1-(2)-③-1

4.放課後児童クラブ 再掲 1-(3)-②-1

②ファミリーフレンドリー企業の普及促進

出産し、育児をしながらでも働き続けることができる職場環境づくりについて、事業主に対

し積極的に働きかけます。
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具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.育児休業の取得促進

育児休業や休業中の手当て支給に関する制度

の周知を行う等、育児休業を取得しやすい環境

整備に努めます。

産業政策課 未実施 実施を検討

③相談体制と情報提供の充実

労働に関する各種制度等の周知・普及を図り、多様な働き方が選択できるよう支援するとと

もに、関係機関と連携しながら、就労や職業訓練等に関する情報提供等の支援の充実を図りま

す。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.男女共同参画相談

男女共同参画に関する相談業務を実施します。 広報広聴課

相談日

毎月第４金曜

相談件数0件

継続実施

2.就労・職業訓練等に関する情報提供

出産・育児のために退職し、再就職を希望する

人に対し就労や職業訓練等に関する情報提供

を行います。

産業政策課

生活福祉課

市のＨＰから

ハローワーク

のＨＰにリン

クでき、情報取

得が可能

継続実施

3.広報誌への掲載 再掲 1-(4)-②-1

4.ケーブルテレビにおける情報の発信 再掲 1-(4)-②-2
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（２）固定的な性別役割分業の是正

現状と課題

これまでの職場優先の意識や固定的な性別役割意識を解消し、男女が協力して家庭を築いて

いくことのできる環境づくりは、子育てに対する不安や障壁を取り除いていくうえで、とても

重要な要素となっています。

これまで取り組んできた男女共同参画社会の推進をさらに充実させ、特に次代の親となる若

い世代に対し、男女が協力して子育てをしていく意識の醸成を図っていくと同時に、子育て家

庭における男性の育児参加を促進するための意識啓発が必要です。

三沢市の取り組み

多様な価値観を持つ男女がそれぞれの生き方を尊重し合い、従来の固定的な役割分業に捉わ

れることなく、その個性と能力を発揮できる社会の実現を促進することで、男女が協力して家

庭を築き、子育てをしていく環境づくりを推進します。

①男女共同参画意識の啓発

さまざまな機会において啓発を図るとともに、各種セミナーや研修等の参加を促進し、男女

共同参画意識の醸成を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.各種セミナー・フォーラムの開催

男女共同参画に向け、自ら考え判断し行動する

ことができるよう、講義や施設見学、ディスカ

ッション等の学習機会を提供します。

広報広聴課
ｾﾐﾅｰ開催6回

懇談会 1回
継続実施

2.広報誌等による啓発

男女共同参画に関する啓発記事をタイムリー

に掲載します。

広報広聴課
掲載回数

5回
継続実施

3.出前講座「来てけろ講座」 再掲 2-(3)-4

4.地域の高校生に対する啓発事業 再掲 2-(4)-②-1

5.学校教育における男女共同参画教育 再掲 2-(4)-②-2

②男性の育児参加の促進

早い段階から男性の子育てに対する意識の醸成と積極的な子育て参加を促進するとともに、

男性が育児参加しやすい職場環境づくりを促進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.おやじのキッチン

家庭料理作りを通して夫婦や家族のあり方を

考える機会を創出します。

広報広聴課 実施 1回 継続実施

2.小・中学校家庭教育学級 再掲 2-(3)-1

3.育児休業の取得促進 再掲 4-(1)-②-1
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基本目標5．子育てを支援する生活環境の整備

子どもや親子が安心して遊び、集うことができる場所が望まれています。現在ある地域資源を

有効活用しながら、子どもや子育て家庭の視点を取り入れた生活環境の整備を図り、子どもたち

が地域でのびのびと遊び、また子育て家庭が安心して暮らすことのできる環境づくりを推進しま

す。

（１）子どものまちづくりの推進

（２）子どもの遊び場の整備

①公園の整備

②公共施設の有効活用

（３）生活環境の整備

①子育てに配慮した住まいづくり

②バリアフリーによる生活環境の整備
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（１）子どものまちづくりの推進

現状と課題

子どもが健全に育っていくための基盤整備を進めていくには、子どもの視点からみたまちづ

くりを推進していくことが必要です。このまちで暮らしているなかで困っていることやこうあ

ってほしいとの願いに耳を傾け、子どもたちが住みやすいまちづくりを推進することは、子育

てしやすいまちづくりにつながり、また将来を担う子どもたちのまちに対する夢や希望を育む

ことにつながります。

三沢市の取り組み

子どもの声をまちづくりに反映させるため、小・中学生からまちの在り方など積極的に意見

を吸い上げ、自分たちの住むまちへの関心や理解を深めるとともに、将来を担う子どもの目線

からも住みやすいまちづくりを推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.「総合的な学習の時間」推進事業

各小・中学校において、郷土に対する理解や関

心を深めるため、多様な学習機会の創出を推進

します。

教育指導室
全小・中学校

で実施
継続実施
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（２）子どもの遊び場の整備

現状と課題

都市化の進展や交通量の増加等により子どもたちが自由に遊ぶことのできる空間が限られて

きている一方、人通りの少ない空き地等においては近年の治安の悪化を背景に安心して遊ぶこ

とができない状況になりつつあります。

アンケート調査でも子連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やしてほしいと求める声が多

く、市民のニーズに即した公園の整備等、既存資源の有効活用も含めた計画的な整備を検討し

ていくとともに、その維持管理については、安全・衛生管理のさらなる徹底を図り、いつでも

気軽に安心して遊ぶことのできる環境づくりを推進していくことが求められています。

三沢市の取り組み

身近な場所で安心して遊ぶことのできる公園の整備を推進するとともに、地域資源を有効活

用し、子どもが集う遊び場の確保に努めます。

①公園の整備

利用状況や市民のニーズの把握に努めながら、「歩いていける」公園の整備を推進するととも

に、安心して気持ちよく利用できるよう公園の管理体制の強化を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.歩いていける公園ネットワークづくり

「市民一人ひとりが歩いていける範囲での公

園ネットワークづくり」を念頭に計画的に整備

を推進します。

都市整備課
都市公園

67か所
継続実施

2.公園の維持管理

各公園の緑化推進および利用促進に向けた維

持管理を推進します。

都市整備課
公園緑化公社

への委託
継続実施

②公共施設の有効活用

公共施設などを有効活用し、子どもたちが安心して遊び、集うことのできる場の提供を図り

ます。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.児童館・児童センター 再掲 1-(3)-①-1

2.学校施設の開放 再掲 2-(1)-③-4
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（３）生活環境の整備

現状と課題

小さな子どもをつれて安心して外出できる環境づくりには、公共施設等における遊び場の設

置やトイレの親子利用、ベビーカーの設置、授乳室などの整備を推進する必要があります。

居住環境については、子育て世帯の入居の世帯状況に応じた住宅が選択・確保できるよう情

報提供や相談を総合的に推進します。また、「三沢市公営住宅ストック総合活用計画」に基づき、

老朽化した公営住宅の建替え・大規模改修を計画的に進めながら、居住環境の充実を図ってい

く必要があります。

三沢市の取り組み

子どもや子ども連れが安心して外出できる環境を整備するとともに、子育て世帯に配慮した

公共施設や住環境の整備を推進します。

①子育てに配慮した住まいづくり

「三沢市住宅マスタープラン」に基づいた良好な住宅の供給を促進し、子どもがゆとりある

住環境のなかで健やかに育つ環境整備を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.市営住宅の整備

公営住宅法の基準に基づくゆとりある居住環

境を備えた市営住宅の整備を計画的に推進し

ます。

建築住宅課
住宅戸数

450戸
継続実施

2.母子・父子家庭の優先入居

母子・父子家庭が優先して公営住宅に入居でき

るよう配慮します。

建築住宅課 実施 継続実施

②バリアフリーによる生活環境の整備

子どもや親子をはじめ、誰もが安心して利用することができる歩行空間や公共施設の整備を

推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.道路や公共施設等のバリアフリー化

関係機関等と連携しながら広い歩道の設置や

公共施設等にある段差解消を推進します。

土木課

都市整備課

建築住宅課

身障者用トイ

レの整備

道路及び歩道

の整備

計画的に

継続実施
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基本目標6．子どもの安全の確保

近年の犯罪情勢は、凶悪化、低年齢化とともに青少年が関わる事件・事故が多発しており、地

域の子どもたちの安全は地域で守る必要性が高まってきています。地域が一体となって関係機

関・団体との連携を強化して情報を共有していきながら、市民一人ひとりが意識し、地域全体が

ともに、自主的に防犯体制の強化充実を図る環境づくりを推進します。

（１）犯罪被害から守るための活動の推進

①防犯対策の促進

②関係機関・団体との連携強化

（２）交通安全を確保するための活動の推進

①交通安全対策の推進

②関係機関・団体との連携強化



48

（１）犯罪被害から守るための活動の推進

現状と課題

近年、犯罪は凶悪かつ巧妙化してきており、関係機関等と連携しながら、犯罪に関する情報

提供や防犯意識の醸成に積極的に取り組んでいくとともに、各町内会長の協力のもと、市内全

域に均衡の取れた防犯組織体制づくりの強化充実を図るなど、自主防犯活動を促進し、地域全

体で子どもを見守る体制を整備していく必要があります。

三沢市の取り組み

子どもが犯罪被害に遭わないよう、地域全体で見守る体制を整備するとともに、関係機関等

との連携を強化し、情報共有を図ります。また、防犯に対する知識の普及や意識の啓発を促進

します。

①防犯対策の促進

市民の防犯意識の啓発を図りながら地域全体で見守るしくみを強化するとともに、犯罪の発

生を防ぐための環境づくりに努めます。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.防犯パトロール

三沢市防犯協会が実施する防犯パトロールを

支援し、犯罪の防止と防犯意識の醸成を図りま

す。

生活環境課
巡回活動動員

延人数420人

巡回活動動員

延人数450人

2.青少年補導員連絡協議会の活動支援 再掲 2-(5)-②-2

3.青少年健全育成推進員連絡協議会の活動支

援
再掲 2-(5)-③-1

②関係機関・団体との連携強化

地域で防犯活動をしている団体や関係機関等との連携を強化し、犯罪等に関する情報共有を

図りながら効果的な防犯活動を推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.関係機関との情報共有

連れ去り事案など犯罪や防犯活動に関する情

報を共有しながら、効果的な活動を推進しま

す。

生活環境課 実施 継続実施

2.防犯活動団体の活動支援

地域で防犯活動をする団体の活動支援を行い、

活動の活性化を図ります。

生活環境課
活動団体

2団体
継続実施
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（２）交通安全を確保するための活動の推進

現状と課題

自動車の増加に比例して交通事故は増加傾向にあることから、子どもが安心して行動できる

よう、狭い道路、見通しの悪い道路などの危険箇所に対し、交通安全施設を整備するとともに、

市民一人ひとりの交通安全意識の高揚を図り、交通ルール、交通マナーの遵守徹底に努め、各

年齢層に応じた交通安全の推進を図っていく必要があります。

三沢市の取り組み

子どもを交通事故から守るため、関係機関・団体との連携・協力体制のもと、交通安全意識

の啓発を図るとともに、チャイルドシートの正しい着用を促進します。

①交通安全対策の推進

交通安全教育を推進し、幼い時期からの交通安全意識の醸成を図るとともに、交通安全施設

の整備や街頭活動を促進し、子どもの安全の確保を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.交通安全教室

関係機関と連携しながら児童生徒を対象とし

た交通安全教室を実施します。

生活環境課

全小・中学校

実施 13校

14回

全小・中学校

実施 12校

17回

2.交通安全リーダーの育成

三沢交通少年団による小学生の交通安全リー

ダー育成を支援します。

生活環境課 補助金交付 継続実施

3.交通安全施設の整備

歩道整備や防護柵・カーブミラーの設置など交

通安全施設の整備を計画的に推進します。

生活環境課
カーブミラー

8基設置

町内会等の要

望により継続

実施

4.通学路の安全確保

関係機関や団体の協力のもと、通学児童の交通

安全の確保を促進します。

生活環境課
交通整理員

4人

ボランティア

等に依頼する

②関係機関・団体との連携強化

地域で交通安全活動をしている団体や関係機関等との連携を強化し、交通安全等に関する情

報共有を図りながら効果的な活動を推進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.交通安全活動団体への支援

地域で交通安全活動をする団体の活動支援を

行い、活動の活性化を図ります。

生活環境課
活動団体

4団体
継続実施

2.関係機関との情報共有

交通事故や交通安全活動等に関する情報を共

有しながら、効果的な活動を推進します。

生活環境課 実施 継続実施
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基本目標7．要保護児童への対応などきめ細かな取り組みの推進

ひとり親家庭の増加や障害の多様化・複雑化などに伴い、それぞれの家庭事情に応じた支援が

求められています。要保護児童への対応など特別な援助を必要とする子どもやその家庭に対し、

きめ細かな相談体制の整備とサービスの充実を図り、すべての子どもとその家庭が希望と喜びを

持って暮らし成長していくことができる環境づくりを推進します。

（１）ひとり親家庭の自立支援

①生活の安定と自立の促進

②交流機会の促進

（２）障害児施策の充実

①早期発見・早期治療の推進

②日常生活支援の充実と自立支援

③相談・指導体制の充実

④福祉活動団体の育成・支援

（３）児童虐待防止対策の充実

①発生の予防対策の推進

②早期発見・早期対応のための体制整備

③虐待を受けた子どものケアの充実
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（１）ひとり親家庭の自立支援

現状と課題

離婚の増加を踏まえ、子どもの最善の利益を尊重しながら親子が安定した生活を営むことが

できるよう、今後もきめ細かな福祉サービスの展開によって、専門的な立場からの相談支援や

経済的負担の軽減を図っていかなければなりません。

また、近年つづく不況の影響により就労環境が厳しさを増しており、関係機関と連携をとり

ながら職業訓練支援や就業情報の提供等、就業促進を図り、ひとり親家庭の経済的自立を支援

していくことが重要となっています。

さらに、母子家庭同士の交流の場を設け、悩みや不安について情報交換することにより、親

の精神的負担の軽減を図っていくことも必要な支援のひとつであると考えます。

三沢市の取り組み

ひとり親家庭等の自立と児童の健全な育成を図るため、きめ細かな福祉サービスの展開と就

業等の支援を推進します。

①生活の安定と自立の促進

ひとり親家庭の子育てと仕事の両立を支援するサービスを実施するとともに、経済的負担の

軽減と相談・指導体制の充実を図り、生活の安定と自立を促進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.母子寡婦連合会の活動支援

母子寡婦家庭の生活の安定に向けた取り組み

を行う活動を支援します。

家庭福祉課
補助金交付

活動回数 7回
継続実施

2. 母子自立支援員の配置

母子寡婦家庭の相談に応じ、自立に必要な情報

提供及び指導を行います。

家庭福祉課
支援員 1名

相談件数94件
継続実施

3.児童扶養手当支給事業 再掲 1-(4)-①-3

4.母子寡婦福祉資金貸付事業 再掲 1-(4)-①-4

5.ひとり親家庭等医療費助成 再掲 1-(4)-①-5

6.遺児等援護対策事業 再掲 1-(4)-①-12

7.母子・父子家庭の優先入居 再掲 5-(3)-①-2

②交流機会の促進

ひとり親家庭同士の交流を促進し、悩みや不安を気軽に話し合える場を創出することで精神

的負担の軽減を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.母子寡婦連合会の活動支援 再掲 7-(1)-①-1
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（２）障害児施策の充実

現状と課題

母子保健事業や保育所・幼稚園、医療機関等での障害の早期発見と的確な治療を推進すると

ともに、障害のある子ども一人ひとりの個性を伸ばし、社会的に自立していくための指導に力

を入れていかなければなりません。

障害の原因となる疾病や事故の予防、早期発見・治療をはじめ、適切な医療やリハビリテー

ション、在宅サービス、教育、就学に至るまで、関係機関等と連携しながら一貫した取り組み

を推進していくことが必要です。

また、障害のある子どもを持つ親に対し、個々の状況に応じた専門的な相談・指導が受けら

れる体制を充実させていく必要があります。

三沢市の取り組み

障害の原因となる疾病や事故の予防及び早期発見・早期治療を推進するとともに、障害児の

健全な発達を支援し、「三沢市障害者計画」に基づき地域全体で温かく見守る環境づくりに努め

ます。

①早期発見・早期治療の推進

各種健康診査や相談事業等の母子保健事業を充実させ、障害の原因となる疾病の早期発見・

治療や発達状況の把握に努めます。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.各種健康診査の充実

関係機関との連携を図りながら各種健康診査

の充実を図り、障害の早期発見・早期治療を推

進します。

健康推進課
前述 3-(2)-②における取り組み

の推進

②日常生活支援の充実と自立支援

障害をもつ子どもやその家庭の日常生活支援および特別支援教育等の充実を図り、社会参加

と自立を促進します。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.障害者自立支援法による福祉サービスの利

用促進

制度の周知を図り、在宅サービスおよび施設サ

ービスにおいて、障害者自立支援法による福祉

サービスの利用を促進します。

家庭福祉課
利用者

2,809人
利用の拡大
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2.療育体制の充実

県や近隣市町村との連携を図りながら通園施

設の充実を推進するなど、障害児の療育体制の

充実を図ります。

家庭福祉課 施設 1か所 継続実施

3.障害児保育事業 再掲 1-(1)-②-4

4.特別支援教育の充実 再掲 2-(1)-⑤-1

③相談・指導体制の充実

幼児期から成年に至るまでの継続した支援を行うため、保健・医療・福祉・教育の各分野お

よび関係機関の連携により、一貫した総合的な相談・指導体制の確立を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.たんぽぽ家庭教育学級

障害児(者)の養育や進学・就労等について必要

な知識を習得する学習会を開設します。

生涯学習課
開催 5回

学級生 33人

開催 6回

学級生 35人

2.就学指導委員会

障害のある児童の把握に努め、適正な就学につ

いての検討を行います。

教育総務課 実施 継続実施

3.発達障害者支援事業

発達支援が必要な児童に対し、個別相談・事後

指導等で適切な関わり方を助言し、教育機関に

よる支援に円滑に移行できるよう支援すると

ともに保護者の不安を軽減します。

健康推進課

相談9回13名

事後指導10回

参加者

延べ72名

継続実施

4.母子保健事業における相談・指導の充実

乳幼児健康診査や健康相談、訪問指導など母子

保健事業において障害児の経過観察や適切な

相談・指導を行います。

健康推進課

再掲 3-(2)-①-2、

前述3-(2)-②、③における取り

組みの推進

5.家庭児童相談室設置事業 再掲 1-(2)-⑤-2

6.遊びの広場 再掲 3-(2)-③-1

7.こころの健康相談 再掲 3-(3)-③-2

④福祉活動団体の育成・支援

障害者(児)の支援活動を行う地域団体の育成を推進し、障害児とその家庭の社会参加と交流促

進を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.身体障害者福祉会の活動支援

身体障害者(児)の福祉向上と自立更生を図る

ために活動する団体の活動を支援し、活性化を

図ります。

家庭福祉課
会員 46人

活動回数16回
継続実施
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2.三沢市手をつなぐ育成会の活動支援

知的障害児(者)のより望ましい育成と福祉の

増進を図るために活動する団体の活動を支援

し、活性化を図ります。

家庭福祉課

会員 40人

活動回数20回 継続実施
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（３）児童虐待防止対策の充実

現状と課題

児童虐待に対する相談件数は年々増加し、大きな社会問題であると同時に身近な場所で起こ

りうる問題でもあります。

児童への虐待は、児童の健やかな発育・発達を損ない、心身に深刻な影響を与えることから、

市民一人ひとりがこの問題に理解と関心を持ち、関係機関を含めた地域全体で子どもを守る支

援体制づくりに積極的に取り組み、育児不安やストレス等を軽減していくことが重要です。

また、虐待等は閉ざされた場所で発生し、問題が潜在化していることから、関係機関や団体

等の連携により、早期発見と適切な対応に努めるとともに、虐待等を受けた子どもに対するケ

ア体制の整備を図っていく必要があります。

三沢市の取り組み

発生予防から早期発見・早期対応、虐待を受けた子どもの保護・支援等に至るまで、関係機

関・団体の幅広い参加による横断的な施策の取り組みを推進します。

①発生の予防対策の推進

子育て家庭同士の交流促進や相談体制の充実により、育児の孤立化や不安の解消、ストレス

の発散を図ります。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.母子保健事業における相談・指導の充実

乳幼児健康診査や健康相談、訪問指導など母子

保健事業において児童虐待防止の視点から親

子の関わり等を観察し、適切な相談・指導を行

います。

健康推進課

再掲 3-(2)-①-2、

前述3-(2)-②、③における取り

組みの推進

2.子育て支援サービスの充実

子育て家庭の育児ストレスや育児不安の解消

につながるよう、多様な主体による子育て支援

サービスの充実を図ります。

家庭福祉課
前述1-(2)-①、②、③における

取り組みの推進

3.子育てネットワークの促進

子育て家庭同士の交流機会の充実を図り、子育

てネットワークづくりを促進します。

家庭福祉課
前述1-(2)-④における取り組み

の推進

4.相談体制の充実

子どもや子育てに関するさまざまな問題や悩

みを受け付ける相談体制の充実を図ります。

家庭福祉課
前述1-(2)-⑤における取り組み

の推進

5.民生委員・児童委員、主任児童委員との連携 再掲 1-(2)-⑤-1

6.ふれあい体験学習 再掲 2-(4)-①-1

②早期発見・早期対応のための体制整備

関係機関の連携による情報共有を図りながら、地域住民と一体となって、あらゆる状況から

児童虐待の早期発見・早期対応ができる体制づくりに努めます。
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具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.三沢市要保護児童対策協議会

医療機関や警察、児童相談所等の関係機関の連

携を図り、虐待防止に向けた取り組みを推進し

ます。

家庭福祉課

代表者会議 1 回

実務者会議 2 回

ケース会議適宜

継続実施

2.児童虐待防止法の周知

児童虐待の定義や通報義務等について周知し、

地域住民による早期発見を図ります。

家庭福祉課
広報誌への掲

載
継続実施

3.母子保健事業の活用

乳幼児健診等において、身体状況や親子のかか

わりの観察等により虐待の早期発見につなげ

る体制を整備します。

健康推進課
前述3-(2)-①、②、③における

取り組みの推進

③虐待を受けた子どものケアの充実

関係機関との連携を強化しながら、虐待を受けた子どもの保護や自立支援等について子ども

の立場に立った適切な対応に努めます。

具体的な取り組み 担当課
現状

（H21年度）

目標

（H26年度）

1.児童相談所との連携

子どもへの虐待の早期発見と保護者及び家庭

への対応を可能とするため、児童相談所と密に

連絡を取りあい、きめ細かな支援を強化しま

す。

家庭福祉課 実施 継続実施

2.子育て支援短期利用事業（ショートステイ） 再掲 1-(2)-②-2

3.三沢市要保護児童対策協議会 再掲 7-(3)-②-1

（裏
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第第 44 章章 計計画画のの推推進進体体制制

本計画の推進にあたっては、下記のような推進体制を整備し、幅広い分野の連携のもと、

住民や専門家等の意見を積極的に取り入れながら、次世代育成支援対策の総合的かつ効果

的な推進を図ります。

（1）幅広い分野からの取り組み

次世代育成支援の取り組みは保健・医療・福祉・教育・雇用・生活環境など幅広い分

野にわたることから、子育て支援施策が関わる総合的な次世代育成指針を踏まえ、個別

の関連計画との整合性を図ります。

（2）庁内連携体制の充実

本計画は、三沢市の少子化対策や子育て支援に関する基本的な方向性を定めたもので

あり、各施策の推進・促進について庁内関係各課のより一層の連携体制の充実を図り、

緊密な情報交換と連携した活動の推進を図ります。

（3）地域との連携・協力

地域で活動するボランティアグループや子育てサークル等との連携を強化し、また企

業や住民一人ひとりの理解と協力を得ながら、それぞれの役割や機能を生かした一体的

な取り組みを進めていくことができる体制の整備を図ります。

（4）市民意見の反映

本計画は、平成２１年１月から２月に実施した「三沢市次世代育成支援行動計画（後

期計画）策定のためのアンケート調査」を基礎資料として、子育てに関する意識・意見

をもとに作成しています。

（5）計画の進捗管理

計画の実施状況については、次世代育成支援対策推進法第 8 条第 6 項において、毎年

１回以上公表することが義務付けられており、三沢市においても、毎年度の各事業につ

いての実施状況を把握・点検し、計画の着実な推進を目指すとともに、その結果を広報

誌やホームページ等で公表していきます。
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資資 料料

1．人口の推移

（1）総人口

国勢調査による総人口の推移をみると、これまでの三沢市の人口は戦後、急速に伸び

てきましたが、昭和 60 年からは、横ばい状態にあります。図表-3 の年齢 3区分別人口推

移をみると、年少人口が減少し、逆に昭和 60年に 2,992 人だった高齢者人口が、平成 20

年には 8,217 人となり、2.7 倍にも激増しています。

このことから、今後も三沢市の少子高齢化が進むと考えられます。

図表-1 総人口の推移（各年 10 月 1日現在） 単位：人

昭和 60 年

(1985)

平成 2年

(1990)

平成 7年

(1995)

平成 12 年

(2000)

平成 17 年

(2005)

平成 20 年

(2008)

総人口 41,425 41,342 41,605 42,495 42,425 42,677

（資料：国勢調査、平成 20 年は青森県人口移動統計調査）

図表-2 人口動態（各年 1月 1日現在） 単位：人

自然動態 社会動態

出生 死亡 増減 転入 転出 増減
人口増減

平成 16 年 548 339 209 2,574 3,016 -442 -233

平成 17 年 491 330 161 2,563 2,857 -294 -133

平成 18 年 515 342 173 2,435 2,535 -100 73

平成 19 年 500 346 154 2,411 2,525 -114 40

平成 20 年 485 367 118 2,370 2,194 176 294

（資料：青森県人口移動統計調査）

図表-3 年齢 3 区分別人口の推移（各年 10 月 1日現在） 単位：人

昭和60年

(1985)

平成 2年

(1990)

平成 7年

(1995)

平成12年

(2000)

平成17年

(2005)

平成20年

(2008)

0～14 歳 9,635 8,749 8,187 7,651 7,343 7,206

15～64 歳 28,798 28,598 28,209 28,055 27,373 27,237

65 歳以上 2,992 3,972 5,209 6,724 7,692 8,217

（資料：国勢調査、平成 20 年は青森県人口移動統計調査）

※年齢不明があるため、各区分の合計と総人口が合わない場合があります。
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図表-4 人口構成の推移（各年 10 月 1 日現在） 単位：％

昭和 60 年

(1985)

平成 2年

(1990)

平成 7年

(1995)

平成 12 年

(2000)

平成 17 年

(2005)

平成 20 年

(2008)

三沢市 23.3 21.2 19.7 18.0 17.3 16.9

青森県 22.2 19.5 17.0 15.1 13.8 13.20～14 歳

全 国 21.5 18.2 15.9 14.6 13.7 －

三沢市 69.5 69.2 67.8 66.0 64.5 63.8

青森県 67.4 67.5 66.9 65.4 63.4 62.015～64 歳

全 国 68.2 69.5 69.4 67.9 65.8 －

三沢市 7.2 9.6 12.5 15.8 18.1 19.3

青森県 10.4 12.9 16.0 19.5 22.7 24.865 歳以上

全 国 10.3 12.1 14.6 17.4 20.1 －

（資料：国勢調査、平成 20 年は青森県人口移動統計調査）

（2）将来人口の推計

平成 17 年から平成 20 年の人口の推移を基に、コーホート変化率法にて計画期間におけ

る将来人口を推計すると、計画の最終年度となる平成 26 年の三沢市の総人口は徐々に減

少していくことが予想されます。

また、年少人口についても平成 26年には、約 1,000 人が減少し総人口に対する構成比

も低くなっていくと推計されます。

図表-5 将来人口推計 単位：人、％

実績 推 計

平成 21 年

(2009)

平成 22 年

(2010)

平成 23 年

(2011)

平成 24 年

(2012)

平成 25 年

(2013)

平成 26 年

(2014)

総人口 42,502 42,282 41,983 41,774 41,379 41,129

0～5 歳 2,807 2,713 2,660 2,587 2,528 2,433

6～11 歳 2,813 2,724 2,573 2,481 2,396 2,349

12～17 歳 2,828 2,833 2,844 2,824 2,770 2,712

18 歳未満人口 8,448 8,270 8,077 7,892 7,694 7,494

年少人口(0～14 歳) 7,051 6,875 6,690 6,489 6,284 6,065

構成比 16.6 16.3 15.9 15.5 15.2 14.7
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2．婚姻・出産の動向

（1）婚姻・離婚

三沢市の最近の 4 年間においては、婚姻率、離婚率ともに減少傾向で推移していますが、

婚姻率は全国や青森県に比べると高くなっています。

また、離婚率についても全国や県より少々高い数値となっており、離婚件数が他の市町

村と比べ多いことがわかります。

図表-6 婚姻数(率)・離婚数(率)の推移 単位：件、％

平成 16 年
(2004)

平成 17 年
(2005)

平成 18 年
(2006)

平成 19 年
(2007)

青森県
（2007）

全 国
（2007）

婚姻件数 361 354 310 319 6,405 719,822

婚姻率 8.5 8.3 7.3 7.5 4.6 5.7

離婚件数 120 151 111 111 3,014 254,832

離婚率 2.8 3.6 2.6 2.6 2.2 2.0

（資料：青森県人口動態調査）

※婚姻（離婚）率：人口千人当たりの婚姻（離婚）の件数

（参考）平均初婚年齢の推移 単位：歳

平成 16 年
(2004)

平成 17 年
(2005)

平成 18 年
(2006)

平成 19 年
(2007)

夫 29.1 29.1 29.3 29.4
青森県

妻 27.3 27.3 27.5 27.6

夫 29.6 29.8 30.0 30.1
全 国

妻 27.8 28.0 28.2 28.3

（資料：厚生労働省人口動態統計、青森県人口動態調査）
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（2）出生・死亡

出生の状況を見ると平成 17 年に大きく減少していますが、総体として、横ばいの状況

で推移しています。

また、死亡数についても、出生数と同様に横ばい状況であり、340 人前後で推移してい

ます。

図表-7 出生・死亡数の推移 単位：人

平成 16 年
(2004)

平成 17 年
(2005)

平成 18 年
(2006)

平成 19 年
(2007)

出 生 数 547 494 508 503

死 亡 数 339 330 345 347

乳児死亡数 1 1 3 3

新生児死亡数 － 1 2 2

自然死産数 10 2 5 3

人工死産数 11 8 11 6死産数

計 21 10 16 9

周産期死亡数 2 1 6 3

（資料：青森県人口動態調査）

（参考）合計特殊出生率の推移

平成 16 年
(2004)

平成 17 年
(2005)

平成 18 年
(2006)

平成 19 年
(2007)

青森県 1.35 1.29 1.31 1.28

全 国 1.29 1.26 1.32 1.34

（資料：青森県人口動態調査）
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3．世帯の動向

（1） 世帯数・世帯人員

一般世帯数は、大正・昭和時代以降増加傾向にあり、昭和 60 年から 20 年間で 2,900 世

帯増加し、平成 17年度には 15,855 世帯となっています。

一方、一世帯当たり人員は昭和 50年から減少し続けており、平成 17年には、2.57 人と

青森県と比較しても低い数値となっており、核家族化が進んでいることがわかります。

図表-8 世帯数・世帯人員の推移 単位：世帯、人

昭和 60 年
(1985)

平成 2 年
(1990)

平成 7 年
(1995)

平成 12 年
(2000)

平成 17 年
(2005)

青森県
（2005）

全 国
（2005）

一般世帯数 12,955 13,369 14,350 15,484 15,855 － －

1 世帯当たり人員 3.07 2.96 2.79 2.63 2.57 2.75 2.55

（資料：国勢調査）

（2）世帯構成

核家族世帯の構成をみると夫婦のみの世帯とひとり親世帯が増加し、特に夫婦のみの世

帯が昭和 60 年から 20 年間で 1,076 世帯増加しています。逆に夫婦と子どもの世帯は、20

年間で 698 世帯減少しています。

図表-9 構成別一般世帯数の推移 単位：世帯

昭和60年
(1985)

平成 2年
(1990)

平成 7年
(1995)

平成12年
(2000)

平成17年
(2005)

18 歳未満親族がいる一般世帯数 6,435 5,871 5,489 5,226 5,048

核家族世帯 8,319 8,433 8,549 8,892 9,141

夫婦のみ 1,956 2,332 2,692 2,918 3,032

夫婦と子ども 5,279 5,008 4,671 4,639 4,581

男親と子ども 134 147 138 158 194

女親と子ども 950 946 1,048 1,177 1,334

（資料：国勢調査）
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4．就労状況

（1）就業人口・就業率

国勢調査によると、就業者数は昭和 60年から平成 12年までは横ばいの状況ですが、平

成 12年から平成 17年の 5 年間を比較すると 1,162 人も減少しています。

また、産業別でみると、第１次産業従事者は昭和 60 年から約半数近くまで減少、一方

第３次産業従事者は、大きく増加し就業者全体の 約 70％となっています。

図表-10 産業別就業人口の推移 単位：人、％

昭和60年

(1985)

平成 2年

(1990)

平成 7年

(1995)

平成12年

(2000)

平成17年

(2005)

就業者数 20,874 21,137 21,387 21,870 20,708

人口 3,112 2,470 1,999 1,809 1,652
第１次産業

割合 14.9 11.7 9.3 8.3 8.0

人口 4,716 5,225 5,505 5,519 4,459
第２次産業

割合 22.6 24.7 25.7 25.2 21.5

人口 13,046 13,442 13,883 14,542 14,439
第３次産業

割合 62.5 63.6 64.9 66.5 69.7

（資料：国勢調査）

（2）女性の就業状況

5歳階級別の女性の就業者数は、過去20年間を比べると15歳から24歳までが減少し、

逆に 70 歳以上の高齢者が徐々に増えています。

図表-11 女性の年齢別就業者数の推移

Ｓ60 285 846 827 987 1,059 1,017 881 1,025 653 378 174 62 20 1 3

Ｈ2 188 779 760 809 1,068 1,157 988 835 867 488 242 82 27 10 2

Ｈ7 201 772 828 764 879 1,122 1,113 898 693 622 315 114 42 7 2

Ｈ12 186 769 921 839 855 957 1,074 1,024 746 495 402 196 61 21 4

Ｈ17 123 682 854 892 889 900 934 984 862 529 327 214 91 32 6
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5．三沢市の子育て環境

（1）保育所（園）

三沢市には公立の保育所が 1 か所、私立の保育所が 16 か所あります。延長保育、一時

保育、障害児保育等の実施状況については下記のとおりとなっています。

また、5 年間の入所者数は定員 1,035 人に対し、1,200 人前後で推移しています。

図表-12 保育所（園）一覧

所（園）名
保育時間

(月～土曜日)

定

員

延
長
保
育

障
害
児
保
育

休
日
保
育

病
児
・
病
後

児
保
育

一
時
預
か
り

地
域
子
育
て

支
援
セ
ン
タ
ー

公立 市立中央保育所 7:00～18:00 90 ○ ○ ○

おおつ保育園 7:30～18:00 50 ○

春日台保育園 7:00～18:00 120 ○ ○

古間木保育園 8:00～19:00 45 ○ ○

三沢愛子保育園 7:00～18:00 50 ○

松園保育園 7:00～18:00 120 ○

ﾁｬﾘﾃｨｰ第二保育園 7:00～18:00 60 ○ ○

三沢乳児保育所 7:00～18:00 60

美野原保育園 7:00～18:00 60 ○ ○

岡三沢保育園 7:00～18:00 90 ○

浜三沢保育所 7:30～18:30 60 ○

三川目保育所 7:30～17:30 30

鹿中保育所 7:30～17:30 30 ○

光華保育園 7:30～17:30 20

淋代保育所 7:30～17:30 30

ﾁｬﾘﾃｨｰ第一保育園 8:00～19:00 60 ○ ○

私立

平畑保育園 7:00～18:00 60 ○

（資料：三沢市家庭福祉課調べ）

図表-13 保育所（園）入所者数の推移（各年 3 月 1日現在） 単位：人

平成16年
(2004)

平成17年
(2005)

平成18年
(2006)

平成19年
(2007)

平成20年
(2008)

増減率
(H20-16)

0 歳児 150 132 141 126 142 -5.6

1 歳児 186 211 195 196 206 9.7

2 歳児 205 211 237 203 215 51.2

3 歳児 231 215 219 244 198 -16.7

4 歳児 227 231 212 218 233 2.6

5 歳児以上 244 244 229 214 230 -6.1

計 1,243 1,244 1,233 1,201 1,224 -1.6

（資料：三沢市家庭福祉課調べ）
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（2）医療体制

三沢市内の医療施設や医療従事者の状況は下記のとおりとなっています。ここ数年で診

療所の数と病床数が減少しています。救急医療体制は、在宅当番医制、病院群輪番制及び

医療救護活動体制により対応しています。

図表-14 医療施設・医療従事者の状況（各年 12 月 31 日現在）

平成 15 年
（2003）

平成 16 年
（2004）

平成 17 年
（2005）

平成 18 年
（2006）

平成 19 年
（2007）

施設数 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所
病
院病床数 543 床 543 床 543 床 543 床 543 床

施設数 25 か所 22 か所 20 か所 19 か所 19 か所診
療
所病床数 75 床 49 床 11 床 11 床 11 床

歯科診療所 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所

医 師 － 53 人 － 51 人 －
医
師歯科医師 － 22 人 － 25 人 －

薬 剤 師 － 40 人 － 47 人 －

（資料：三沢市統計書）

（3）教育環境

①幼稚園

三沢市には私立幼稚園が 4 か所あり、平成 20 年 5 月現在で 3 歳から 5 歳まで 568 人が

入園しています。

図表-15 幼稚園の状況（平成 20 年度）

園 数 4 か所

（総 数） 568 人

3 歳 175 人

4 歳 193 人
園児数

5 歳 200 人

修了者数 211 人

（資料：学校基本調査）

②小・中学校

市内には小学校が 8校、中学校が 5校あり、平成 20 年 5 月現在で小学校 2,939 人、

中学校 1,461 人の児童・生徒が通っています。
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図表-16 小・中学校の状況（平成 20 年度）

小学校 中学校

学校数 8 校 5 校

（総 計） 119 学級 61 学級
学級数

うち特別支援学級 9 学級 8 学級

（総 計） 2,939 人 1,461 人
児童・生徒数

うち特別支援学級 27 人 21 人

教員数 174 人 108 人

1 学級当たり生徒数 24.7 人 24.0 人

（青森県） 20.6 人 25.0 人

（全 国） 25.6 人 30.0 人

（資料：学校基本調査）

（4）地域活動団体等

①子育てサークル

三沢市では、自主的に活動する子育てサークルが 11 団体あり、親同士の交流や情報

交換の場、親子や子ども同士の遊びの場として集い、活動しています。

図表-17 三沢市子育てサークル一覧（平成 21 年 4月現在）

団体名 活動概要 入会対象

どんぐりころころ 育児についての情報交換、バースディカード製作 ０歳～就園前

キッズチャレンジ 外遊び、育児の情報交換、季節行事 ０歳～３歳

プチメイト 季節行事、外遊び、イベント参加 ０歳～４歳

森のくまさん 親子の交流・友達づくり、地域イベントの参加 ０歳～４歳

ぴよぴよぴよちゃん 育児の情報交換、季節行事、学習会 ０歳～３歳

にょろちゃんず 友達づくり、地域の情報交換、季節行事 ０歳～４歳

スノーマン 子ども同士のふれあい、育児の情報交換 ０歳～３歳

ろけっと お誕生日会、ストレスを発散し親子の交流 ０歳～就園前

スマイルＳＵＮ 赤ちゃん体操、情報交換、勉強会、季節行事 ０歳～

マミィ’s ポケット ストレス発散やリフレッシュしながらの親子の交流 ０歳～就園前

かっぱまキッズ 外遊び、絵本の読み聞かせ、情報交換 ０歳～３歳

（資料：青森県子ども家庭支援センター調べ）
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②お助けマンクラブ

健常者と障害をもっている方とのふれあい活動をしているボランティア団体です。1

～2 ヶ月に１回程度、障害の有無に関わらず自然にふれあえる行事を設けて交流してい

ます。また、障害を理解するための研修会及び講習会を開催し、子育てに関する情報を

提供しています。

③家庭教育支援オフス（ＯＦＳ）

オフス（ＯＦＳ）とは、「小川原湖ファミリーサポート」の略で、三沢市民のボラン

ティア団体です。子育て支援・生涯学習の推進・心の教育支援等を目的とし活動してい

ます。青少年育成のための自然体験や野外活動、家庭教育支援や悩み事相談など、勉強

会や講習会等を開催しています。
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6．子育て世帯の状況（アンケート調査結果より）

（１）子どもと家族の状況

【就学前児童】

○主な子どもの世話は母親がほぼ担っています。

○祖父又は祖母と近居もしくは同居している世帯が 1 割半ばから 2 割半ばで、親族に子

どもを預かってもらえる人が 6 割（64％）を越えており、子どもを預けることにそれ

ほど支障のない子育て環境であることがわかります。

○子どもを預かってもらう場合、祖父母等の親族の場合や友人や知人の場合にも 2 割前

後の方が抵抗感を感じていることがうかがえます。

【小学校低学年児童】

○主な子どもの世話は母親がほぼ担っています。

○祖父又は祖母と近居もしくは同居している世帯が 1 割半ばから 2 割で、日頃から親族

に子どもを預かってもらえる人が 6 割（66％）を越えており、子どもを預けることに

それほど支障のない子育て環境であることがわかります。

○子どもを預かってもらう場合、祖父母等の親族の場合よりも友人や知人の場合にやや

抵抗感を感じていることがうかがえます。

（２）保護者の就労

【就学前児童】

○現在の保護者の就労状況をみると、父親の約 9 割はフルタイムの就労、母親の 4 割半

ばもフルタイムもしくはパートタイム等で就労しています。そして、パートタイム等

で働く母親の 4割半ばがフルタイムで働きたいという希望をもっています。

○一方、現在は働いていない理由として「子どもがまだ小さい」「妊娠中、出産予定」

「子どもとの時間を大切にしたいから」などを挙げています。ただし、末子が 5 歳近

くになればパートタイム等で働きたいという希望を 7 割の方がもっています。

○出産を契機として離職した方は 4 割台となっています。しかし、離職した方の中にも

「保育サービスや職場環境が整っていれば就労を継続した」という意向をもった方が

約 4 割ということを考え合わせると、出産後も継続して就労を希望する方がある程度

いることも想定されます。

○こうした調査結果から考察すると、母親のパートタイムを中心とした就労希望が増え

てくると考えられます。その際、母親が就労する際は近居のもしくは同居の親族に預

けるか、保育サービスを利用する可能性が高くなることから、市としては子育て家庭

の保育サービスニーズを定期的に把握し、保育サービスの提供量を計画的に設定する

ことが必要であると考えます。
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○また、妊娠期から育児期において就労継続を可能にする取り組みや、出産を機に育児

に専念した母親が再び就労する際の取り組みについて、地元企業、関係機関、行政が

一緒に協議していくことも期待されます。

【小学校低学年児童】

○保護者の就労の現状をみると、父親の 8 割はフルタイムの就労をしており、母親も 5

割半ば（54％）がフルタイムかパートタイム等で就労しています。パートタイム等で

働く母親のうち、5割（50％）がフルタイムへの転換を希望しています。

○現在働いていない母親の今後の就労意向が 8 割近くあり、その際の就労形態としては 8

割がパートタイム等を望み、また、働き始める時期としては末子が 9 歳頃という考え

が多いこともわかりました。

○就学前児童の家庭と比較すると、母親の就労する割合が増えています。これから働く際

の就労形態はいずれもパートタイム等を希望しています。こうした調査結果から、市と

しては高い就労意向を勘案し、より保護者のニーズに即した児童の放課後対策、子育て

支援対策が求められているといえます。

（３）保育サービス等にかかる利用実態

【就学前児童】

○多くの保護者は保育サービスを利用する主な目的として「就労」と「子どもの教育の

ため」を挙げています。今後も認可保育所と幼稚園を中心とした保育サービスへの希

望が高く、また、延長保育や土曜・日曜・祝日の保育にもある程度のニーズがうかが

えます。

○子どもの病気やケガで通常の保育サービスが利用できなかった経験は 3割半ば（34％）

であることから、仮に病児・病後児保育サービスが実施されていた場合には利用する

可能性があったということです。また、保育サービスの中でも病児・病後児保育の利

用希望がある程度いることもわかりました。

○保護者の用事などにより、子どもを家族以外に預けた一時預かりの経験が 3 割近く

（28％）の方にあり、一時預かりサービスへの利用希望も約 5 割（49％）となってい

ます。また、子どもを泊まりがけで家族以外に預けた一時預かりの経験は 1 割（9％）

ほどで、多くの場合、同居者を含む親族・知人に預けることで対処していることがわ

かります。その「困難度」は 5割半ば（53％）となっています。

○こうした調査結果から、今後の三沢市の子育て家庭への支援として、認可保育所と幼

稚園における保育を継続して実施することが必要であると考えられます。さらに、病

児・病後児保育、土曜・休日保育の実施について、関係機関と検討することが必要で

あると考えられます。さらには、一時預かり、ショートステイ（宿泊を含む一時預か

りサービス）といったサービスニーズに対応するため、ファミリーサポートセンター
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や国で事業化が予定されている家庭的保育事業（保育ママ）など、地域住民と協力し、

実施に向けた体制の検討が必要であると考えられます。

○子育て支援センター、子育て広場への利用意向はそれぞれ 4 割半ば（43％）、3 割半ば

（35％）となっています。自由意見からは子育て支援センターの認知がまだ十分とは

いえないようです。今後、事業を展開する上では、事業の周知や定期的な活動情報の

提供、そして何よりも市民の意向を取り入れた事業内容の改善を図る必要があると考

えられます。

○育児休業制度の利用状況をみると「利用しなかった」が 7 割半ば（75％）と多く、また、

利用者は母親中心という現状がわかります。こうした調査結果から、市民への育児休業

取得への呼びかけに取り組むとともに、取得促進に向けた職場の環境づくりについても、

県や関係機関と連携して取り組むことが必要であると考えられます。

（４）児童館・児童センターの利用

【小学校低学年児童】

○児童館・児童センターを現在利用していない方の今後の利用希望は 2 割近く（18％）

となっています。その中で土曜日の利用意向は 6 割近く（58％）あり、小学 4 年生以

降の利用意向も 3 割半ば（36％）の希望がみられます。

○こうした調査結果から、三沢市の施策として、児童館・児童センターの充実の検討が

必要と考えられます。

（５）子育て支援サービスにかかる実態

【小学校低学年児童】

○保護者の用事などにより、子どもを泊まりがけで家族以外に預けた一時預かりの経験

が 1 割半ば（17％）あり、多くの場合、同居者を含む親族・知人に預けることで対処

していることがわかります。その「困難度」は 3 割半ば（37％）となっており、就学

前児童よりもやや困難度は低下しています。

○子どもの病気やケガで学校を休んだ経験は 5 割半ば（55％）で、多くは保護者が仕事

を休むなどして対処しています。その際に施設に預けたい日数は平均 1.9 日です。就

学前児童と比較すると施設に預けたい日数は減少しています。

○ファミリーサポートセンターの利用経験・利用意向とも、就学前児童と同様、それほ

ど多くはありません。

○こうした調査結果から、病児・病後児支援サービスの実施にあたっての医療機関とも

協議しながら、行政サービスの役割を定める必要があると考えられます。また、就労

意向も高く、宿泊を伴う一時預かり（ショートステイ事業）へのニーズが高まる可能

性も考えられることから、各サービスの実施に向けた体制の検討が必要であると考え
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られます。

○小学生になると病気やケガで学校を休むことも多くなること、市に期待する子育て支

援策の第 1位に「安心して子どもが医療機関にかかれる体制整備」（54.8％）を挙げて

いることを考え合わせると、小児医療にかかるサービスの充実も検討する必要がある

と考えられます。

（６）家庭と就労の両立、子育て環境

【就学前児童】

○調査結果からは、『育児によく参加し、母親の就労や育児分担に理解のある父親』像が

浮かび上がります。しかし、重要な就労環境の第 1 位が「夫が家事や育児を分担し、

協力すること」であるという調査結果から、三沢市の施策として、両親による育児の

一層の促進に取り組むことが必要と考えられます。

○子どもを育てながら働くために重要な就労環境としては「子育てに配慮した職場環境」

と「就労状況に対応する柔軟な保育サービス」を上位に挙げています。こうした調査

結果から、保育サービスの利便性の向上やその他の保育サービスの実施、家庭と就労

の両立支援を実践できる職場の環境づくりに向けて、関係機関・企業・県などとより

一層協力して取り組むことが必要であると考えられます。

○子育てに対する不安・負担感は『感じる派』が 6 割近く（58％）となっています。具

体的には、子ども、保護者自身、家庭、地域、子育て環境のことで、5～8 割の方がな

んらかの不安や悩みを抱えていることがわかります。また、子育て支援策としては、「子

連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やす」「保育所（園）や幼稚園にかかる費用の

軽減」「安心して子どもが医療機関にかかれる体制整備」が多くなっています。さらに

市全体について『子育てしやすい』が 4 割半ば（46％）という評価です。現在の保育

所のサービスについては概ね評価を得ているといえます。

○授乳やおむつ替えスペースの必要性は『感じる派』（よく感じる＋時々感じる）が 7 割

半ば（73％）です。また、近所や地域に対して「子どもが危険な目にあいそうな時は

手助けや保護をしてほしい」「子どもが良くないことをしているのを見かけた時は、注

意してほしい」という期待をもっています。

○こうした調査結果から、子育ての不安や悩みをできる限り払拭あるいは軽減するための

事業周知を含めた情報提供、相談支援の充実をはじめ、公園や施設・設備の改良など、

ソフト、ハード両面から取り組むことが必要であると考えられます。

○さらには、市民の期待する子育てにかかる経済的負担の軽減、小児医療体制の充実、親

子で楽しむことのできる機会や場所の拡充をはじめ、職場環境の向上に向けて企業・

県・関係機関とより一層協力して取り組むとともに、保育サービスや子育て環境の向上

を目指して地域全体の協力体制の強化も欠かすことのできない取り組みといえます。



資 料

73

【小学校低学年児童】

○調査結果からは、就学前児童と同様、『育児によく参加し、母親の就労や育児分担に理

解のある父親』像が浮かび上がります。しかし、子どもを育てながら働くために重要

な就労環境として「夫が家事や育児を分担し、協力すること」を第 2 位に挙げていま

す。これらの結果から、三沢市の施策として、両親による育児の一層の促進（意識向

上）に取り組むことが必要と考えられます。

○子どもを育てながら働くために重要な就労環境としては「勤務時間の短縮やフレック

スタイムの導入、育児休業、看護休暇など、子育て者に配慮した労働条件・制度があ

り、それが実際に活用できる職場環境であること」を第 1 位に挙げています。こうし

た調査結果から、家庭と就労の両立支援を実践できる職場の環境づくりに向けて、関

係機関・企業・県などとより一層協力して取り組むことが必要であると考えられます。

○子育てに対する不安・負担感は就学前児童とほぼ同じ『感じる派』が 6割近く（56％）

となっています。子育て支援策としては、「安心して子どもが医療機関にかかれる体制

整備」が 1 位になっています。市全体について『子育てしやすい』が約 4 割（39％）

と、就学前児童よりもやや低くなっています。また、近所や地域に対して「子どもが

危険な目にあいそうな時は手助けや保護をしてほしい」「子どもが良くないことをして

いるのを見かけた時は、注意してほしい」という期待は就学前児童と同じです。

○こうした調査結果から、子育ての不安や悩みをできる限り払拭あるいは軽減するた

めの事業周知を含めた情報提供、相談支援の充実に学校とともに取り組むことが必

要であると考えられます。また、市民の期待する子育てにかかる経済的負担の軽減、

小児医療体制の充実をはじめ、職場環境の向上に向けて企業・県・関係機関とより

一層協力して取り組むとともに、子育て環境の向上を目指して地域全体の協力体制

の強化も欠かすことのできない取り組みといえます。
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